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0．研究開発の概要  

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
科学技術政策の推進には、政策内容の妥当性と決定プロセスの両面から正統性を確保することが

不可欠である。科学技術政策は高度な専門性を要するため、多様な専門知を統合した技術的合理性

に裏打ちされた意思決定が求められる。他方、民主主義国家において、市民の選好を把握し政策に反

映させることも正統性の確保において必須である。ただし、高度に専門的な政策領域では、市民の選

好は固定的ではなく、情報提供や対話を通じて変容しうる。したがって、技術的合理性と市民の選好

を適切に統合するには、市民が専門知に基づいて思考を深める情報環境と対話の機会を設計する必

要がある。そのためには情報提供や対話が市民の選好形成にいかに作用するのかを明らかにするこ

とが重要である。 
加えて、こうした意思決定は既存の制度や政策過程、利害関係といった制約の下で行われており、

制度的環境に対する理解を欠いたままでは、政策の実装は困難となる。他方で、制度的制約に過度に

依拠した意思決定は、技術的合理性や市民の価値判断を十分に反映し得ない可能性がある。 
原子力政策、特に原子燃料サイクル政策は、こうした正統性確保の課題が最も先鋭に現れる領域

である。原子力政策の正統性が大きく揺らいでいる現状において、技術的合理性、市民の選好、制度

的制約をいかに調整するかという課題が、原子燃料サイクル政策において最も困難な形で突きつけ

られている。 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 
RQ1（政策形成プロセスの実態把握）：原子燃料サイクル政策の形成プロセスは歴史的にどのように

変遷してきたのか。 
RQ2（多様なシナリオの設計・評価）：原子燃料サイクル政策の多様な技術的オプションをどのよう

に設計・評価するか。 
RQ3（市民の選好構造の解明）：原子燃料サイクル政策を構成する諸要素に対して、市民はどのよう

な選好を有しているのか。また、専門家の選好とはどのように異なるのか。 
RQ4（情報提供・AI 対話の効果）：情報提供や AI を活用した対話は、市民の選好形成にどのような

影響を与えるのか。 
RQ5（政策実現可能性の検討）：専門知の多様性と市民の選好を組み込んだ原子燃料サイクル政策を

実現するための条件は何か。 
３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 本プロジェクトは、市民と専門家、政策に関

わるステークホルダー間の認識の相違を実証的に解明するとともに、情報提供や AI 対話が態度形成

に与える効果を明らかにした。これらの成果は、従来、情報不足や理解不足として捉えられがちであ

った政策対立を、異なる判断基準が併存する構造的問題として再定義するものである。政策立案者

に対しては、単なる情報提供の充実ではなく、評価軸の差異を可視化し、異なる立場間の認識を調整

するための対話的プロセスを組み込んだ意思決定の設計が必要であることを示した。 
４．研究開発の達成状況と限界  原子燃料サイクル政策という高度に専門的かつ長期的な政策領

域を対象として、技術的選択肢の体系化、市民選好の実証的把握、政策過程の構造分析、そして新た

なコミュニケーション手法の検討を統合的に行った点に最大の成果がある。特に、技術的合理性、市

民の価値判断、制度的制約といった異なる判断基準が、それぞれ固有の論理に基づいて並立し、相互

に緊張関係を形成していることを示した点は、原子力政策の意思決定問題を「多元的合理性の非整

合問題」として捉える視座を提示する。異なる合理性の調整を制度的に実現するためには、既存の意

思決定ルートとは異なる中間的な実装メカニズムや制度設計が不可欠である。本プロジェクトは、

具体的な政策解を提示する段階には至っていないものの、政策問題の構造的把握と、その再設計に

向けた論点を提示した点において、今後の政策検討における基盤的な位置づけを有するであろう。 
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1．プロジェクトの達成目標 

① 従来、政策的には十分検討されてこなかった原子燃料サイクルに関わる多様なシナリオ

を設計・評価すること。 
② それらのシナリオに対する市民の選好を今回初めて客観的に把握し、そうした選好の背

景にある感情や技術的要因の作用の仕組み、上位政策および政治的立場等の影響を解明する

こと。 
③ 市民の態度形成を促すための新たなコミュニケーション手法（AI 活用等）を模索するこ

と。 
④ 原子燃料サイクル政策において熟議を制約する要因と、機能する条件を明らかにするこ

と。 
⑤ 原子燃料サイクル政策に関する過去の議論と現状の解明を目指すこと。 
⑥ 以上の知見を社会に向けて発信し、また、それらの知見を組み込んだ政策提言を行うこ

とで、原子燃料サイクル政策への実装を図ること。 
 

2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 
〈研究開発実施体制〉 

 
本プロジェクトは、自然科学グループ、社会科学グループ、政策実装グループの 3 つのグ

ループから構成される学際的実施体制を基盤として推進された。原子燃料サイクル政策とい

う、高度な専門性と社会的価値判断の双方を不可避的に伴う政策領域を対象とする本研究に
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おいては、技術的合理性の検討、市民の選好構造の解明、ならびに政策実務との接続を同時

並行で進める体制構築が不可欠であった。こうした体制を構築することで、文理の垣根を越

えた科学という側面における融合と、研究と政策実務に関する知の融合という二つの融合を

実現し、社会的ニーズや実際の政策形成と高いレレバンシーを有する体系的な知見を創出し、

「科学技術イノベーション政策のための科学」に貢献することを目指した。 
最大の問題は、異なる背景を有するメンバー間の意思疎通を機能させ、3 つのグループの

連携をどのように実現させるのか、という点であった。この問題に対応させるため、第一に、

グループを横断する形での全体 MTG を定期的かつ継続的に実施した。研究期間を通じて、

月 1 回の全体オンラインミーティングを継続し、各グループの研究進捗、分析結果、課題認

識を共有するとともに、相互の研究内容が及ぼす影響について議論を重ねた。また、半年に

一度のペースで総括アドバイザーとの面談を実施し、研究全体の方向性、研究設計の妥当性、

社会実装に向けた改善点について外部の視点を取り入れながら、計画の修正と高度化を行っ

た。さらに、2024 年 8 月には東海村において研究合宿を実施し、とりまとめ方針およびシン

ポジウムの構成を中心に、対面で集中的な検討を行った。なお、各グループ内でのコミュニ

ケーションは、各グループリーダーの下でより密に行い、研究遂行に支障をきたさないよう

に留意した。 
第二に、本プロジェクトでは、各グループの研究開発内容が他グループの研究開発内容に

実質的に依存するよう、意図的に役割分担と研究設計を行った。これにより、各グループが

自らの専門領域のみに閉じることなく、他グループの研究進捗や成果に継続的に関心を払わ

ざるを得ない状況を作り出すことを企図した。 
実施体制そのものに大きな変更はなかったものの、以下の二つはプロジェクト構成に関わ

る変更であった。第一に、ミニ・パブリックスに代わる AI 対話実験の実施と、それに伴うメ

ンバーの補強である。当初は、ミニ・パブリックスを通じた市民同士の熟議が政策判断に及

ぼす影響を実験的に検証することを想定していたが、人的・時間的資源の制約を踏まえ、研

究効果を最大化する観点から設計を見直した。そして、原子力情報に関する AI チャットボッ

トの開発に取り組んでいた東京科学大学の岡村知拓氏および中瀬正彦氏を新たにプロジェク

トメンバーとして迎え、一方向的な情報提供ではなく、AI との対話を通じて市民の政策態度

がどのように形成・変容するのかを分析する研究へと修正を行った。この変更は、情報提供

と熟議の代替・補完手段としての AI 活用可能性を実証的に検討するという点で、本プロジェ

クトの独自性と政策的意義を高める結果となった。 
第二に、公開シンポジウムが想定を上回る規模となったことを受け、日本エネルギー経済

研究所から竹内玲子氏、小林悦子氏、丸山朋子氏を新たに加え、研究成果の社会発信および

政策関係者へのアウトリーチを専門的に担う体制を整備した。これにより、研究成果の整理、

発信、フォローアップまでを一貫して担う運営体制が確立され、研究知見を政策議論につな

げるための実務的基盤が強化された。 
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2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 

 
 

〈研究開発実施項目〉 
 
 以下では、三つのグループごとに実施項目を列挙する。なお、これらの項目はあくまで各

グループが主に担当したものであり、他のグループからの知見を活用したり、他のグループ

のメンバーの協力を得たりすることで進められた項目も存在する。 
 研究の進捗に合わせて実施の細目については修正を行った。第一に、社会科学グループの

実施項目(a-4)ミニ・パブリックスを用いた熟議の影響分析は、資源制約を踏まえて、AI 対話

による影響分析へと変更した。第二に、政策実装グループの活動を整理するために、(c-1)の
対外発信を(c-4)に移行した。こうすることで、(c-1)実務家とのネットワーク強化や政策ニー

ズの吸い上げという、主に政策担当者とのネットワークに関する活動と、(c-4)成果を対外的

2025年度
（12ヵ月）

2024年度
（12ヵ月）

2023年度
（12ヵ月）

2022年度
（6ヵ月）研究開発の実施項目

社会科学グループ

(a-1)海外事例の調査

(a-2)政策体系の整理

(a-3)コンジョイント実験を用いた選好

解明

(a-4)AIを用いた政策態度の変化に関す

る実験

自然科学グループ

(b-1)原子燃料サイクルオプションの

整理・性能評価

(b-2)技術・経済性の評価

ロードマップ作成

(b-3)高レベル廃棄物を発生させない

原子燃料サイクルオプションの検討

政策実装グループ

(c-1)実務家とのネットワーク強化、政策

ニーズの吸い上げ

(c-2)日本における歴史：史資料分析

(c-3)日本における歴史：聞き取り

(c-4)対外発信、政策提言

オプション
評価項目
性能例

オプション
評価項目
への要望

オプション
評価項目
への要望

オプション
評価項目例
性能例

オプション例
評価項目例
性能例

オプション抽出 代表オプション
選定、要素技術
の特定

社会受容評価
項目の決定

オプション
とりまとめ

経済性評価手法
の整備

技術評価データ
ベースの整備

技術評価
ロードマップ作成

経済性評価

技術検討 法的検討

要素技術 概念変更
（必要に応じ）

要素技術 技術評価 経済性評価

オプション
評価項目
性能

性能

事例分析
フィンランド
スウェーデン等

事例分析
スイス
フランス等

追加分析 追加分析

介入デザイン
の検討

評価オプション
の提供

評価オプション
の提供

市民の選好
データ提供

AI実験

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

エビデンス提供
ニーズ吸い上げ
フィードバック

ネットワーク構築
意見交換

ネットワーク構築
ワークショップ

ネットワーク構築
ワークショップ

ネットワーク構築
公開シンポジウム

政策文書 政策文書

プレ実験

公開シンポジウム
政策提言

選好分析

聞き取り 聞き取り



7 
 

に発信し、政策的な提言を行う活動を明確に区別することができた。第三に、日本における

経緯と現状の調査を、(c-2)史資料を基礎とした分析と、(c-3)聞き取りを主とした活動に区別

することによって、前者で明らかにした政策的な文脈の下で、関係者がどのような認識を持

っているのか、という後者の問いに明確に結びつける再設計を行った。なお、以上のような

政策実装グループの活動の整理は、全体としての活動内容に変更を加えるものではなかった。 
 
（１）社会科学グループ 
実施項目①：海外事例の分析 
日本に導入可能な政策案に関する示唆を得るために、海外を中心とした原子燃料サイクル政

策の検討を進める。 
 
実施項目②：政策体系の整理 
原子燃料サイクル政策を、エネルギー政策、原子力政策、安全保障政策、科学技術政策等の

上位政策の中でどのように位置づけられることができるのか、また日本においてはどういっ

た扱いがなされてきたのか、に関する分析を行う。 
 
実施項目③：コンジョイント実験を用いた選好解明 
自然科学グループと社会科学グループの調査を通じてリストアップされた原子力燃料サイク

ルのオプションを利用し、コンジョイント実験と機械学習を組み合わせることで、市民の選

好を詳細に明らかにする。 
 
実施項目④：AI との対話が人々の態度形成に及ぼす影響の分析 
AI との対話が、人々の原子力政策について示す認識に、どういった影響を及ぼすのかを調査

する。 
 
（２）自然科学グループ 
実施項目①：原子燃料サイクルオプションの検討 
選択しうる原子燃料サイクルオプションの選定を行う。現行の軽水炉の他、分離・変換技術

を併用するオプションも加える。オプション毎に、必要となる要素技術、オプション導入時

の効果を整理する。 
 
実施項目②：技術・経済性の評価、ロードマップ作成 
各原子燃料サイクルの性能を同一基準で評価するため、サイクルオプションを要素技術毎に

分解し評価を行うとともに、要素の組み合わせを再構築することによって、統一的なサイク

ルオプション性能の評価を行う。また、革新技術については、必要な開発について整理し、

ロードマップを作成する。これにより、各原子燃料サイクルオプションに対し、経済性、ロ

ードマップ及び実現時期に対する評価を行う。 
 
実施項目③：高レベル廃棄物を無くすための検討 
市民の反対が根強い高レベル放射性廃棄物そのものを無くすことを目的とし、新しい原子燃

料サイクルオプションを提案する。日本学術会議の提案する総量管理の概念においては、潜

在的有害度に適用した核変換概念が検討されてきたが、このサイクルは、発生した廃棄物す

べてを低レベル廃棄物として扱いうる可能性を有する。そこで、サイクル性能と処分関連法

（炉規法等）に基づき成立性を検討する。 
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実施項目④：原子力政策を読み解くための英語版のコミュニケーションツール開発 
原子力燃料サイクル政策の背景や技術的選択肢を一般市民・学生・行政担当者など多様なス

テークホルダーが理解しやすい形で提示する英語版のコミュニケーションツールを、海外へ

の展開も見据えて開発する。これにより、国内外の研究者や市民との対話を促進し、原子燃

料サイクル政策に対する理解と信頼の醸成を図る。 
 
（３）政策実装グループ 
実施項目①：実務家とのネットワーク強化構築や政策ニーズの吸い上げ 
原子燃料サイクル政策に関わる政策担当者、実務家、専門家との継続的なネットワーク構築

を行うとともに、政策ニーズの吸い上げを図る。 
 
実施項目②：日本における原子燃料サイクル政策の歴史（史資料分析） 
政策の実装に際しては、過去の沿革や現状に関する適確な理解が不可欠である。そこで、政

策文書に基づき、原子燃料サイクル政策に関する歴史的経緯を分析する。 
 
実施項目③：日本における原子燃料サイクル政策の歴史（聞き取り） 
関係者に対して聞き取りを行い、文書化されてこなかった定性的データを収集・分析する。 
 
実施項目④：対外発信、政策提言 
これまでの研究成果を、公開シンポジウムを通じて対外的に発信し、政策的な提言を行う。 
 

2-3．実施内容 
 
（１）社会科学グループ 
2-3-1．海外事例の分析 

本実施項目では、日本において原子燃料サイクル政策を検討・再設計する際の示唆を得る

ことを目的として、海外における原子燃料サイクル政策および関連する政策形成機関の制度

設計と運用実態について分析を行った。特に、科学技術に関する専門的知見や世論・社会的

意見が、どのような形で政策決定過程に組み込まれているのかという観点から、比較可能な

事例の抽出と検討を進めた。最終的に、イギリスの Committee on Radioactive Waste 
Management（CoRWM）およびフランスの議会科学技術選択評価局（OPECST）を対象と

して、比較分析を実施した。分析にあたっては、①専門的知見の位置づけ、②世論・社会的

意見の収集方法、③提言先および政策決定過程との関係、④対象とする政策課題の範囲とい

った観点から整理を行い、両者の制度設計および運用上の特徴をまとめた。 
 
2-3-2．政策体系の整理 
 本実施項目では、原子燃料サイクル政策が、日本のエネルギー政策、原子力政策、安全保

障政策、科学技術政策といった上位政策体系の中で、どのように位置づけられてきたのかを

明らかにすることを目的として分析を行った。特に、公式文書に示された政策体系上の位置

づけのみならず、政策形成に関与してきた当事者が、原子燃料サイクル政策をどのような政

策課題や価値と結びつけて理解してきたのかに着目した。 
 
2-3-3．コンジョイント実験を用いた選好解明 
 本実施項目では、原子燃料サイクル政策を構成する複数の要素に対して、市民および専門
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家がどのような選好構造を有しているのかを明らかにするとともに、情報提供が市民の政策

選好形成に与える影響を検証することを目的として、コンジョイント実験を用いた調査を実

施した。 
原子燃料サイクル政策は、安全性、経済性、環境影響、資源制約、技術的成立性、意思決定

プロセスなど、多数の要素が同時に関係する高度に複雑な政策領域である。このような政策

に対する評価においては、単一の論点に対する賛否を問う従来型の調査手法では、個々の要

素が政策支持にどの程度影響しているのかを十分に把握することが困難である。そこで本研

究では、複数の属性を同時に変化させ、それぞれが政策支持に与える因果効果を推定可能な

コンジョイント実験を採用した。 
 具体的には、安全性、経済性、環境負荷、資源・電力供給安定性、技術的特性、意思決定過

程という 6 つのカテゴリーに基づき、計 13 の属性を設定し、それぞれについて複数の水準を

用意した。これらの属性と水準を無作為に組み合わせた原子燃料サイクル政策案を提示し、

各案に対する支持の程度を段階尺度で評価する形式の調査を設計した。回答者は複数回の選

択課題に回答することで、各属性が評価に与える影響を統計的に推定できる構造となってい

る。 
 調査は二段階で実施した。第一段階では、市民と専門家の選好構造を比較することを目的

とし、市民サンプルおよび原子力分野の専門家を対象に、同一設計のコンジョイント実験を

実施した。これにより、両者が原子燃料サイクル政策を評価する際に、どの属性をどの程度

重視しているのかを比較可能な形で把握することを目指した。 
 第二段階では、市民の政策選好が情報提供によってどのように変化するのかを検証するた

め、無作為割付による情報付与実験を組み込んだ。市民サンプルを統制群と複数の処置群に

分け、原子燃料サイクルに関する一般的情報、あるいは特定の属性に関する追加情報を事前

に提示した上で、同様のコンジョイント実験を実施した。この設計により、情報提供が政策

全体への支持水準や、個別属性に対する感度にどのような影響を与えるのかを因果的に検証

することを可能とした。 
 以上のように、本実施項目では、原子燃料サイクル政策に対する市民および専門家の選好

を、多次元的かつ因果的に把握するための調査設計を行い、従来の調査では捉えきれない評

価構造の解明を目指した。 
 
2-3-4．AI との対話が人々の態度形成に及ぼす影響の分析 

本実施項目では、高度な科学技術政策に関して、市民が政策をどのように理解し、評価し、

態度を形成していくのかに着目し、AI との対話が市民の態度形成に与える影響を実験的に検

証することを目的とした。先行するコンジョイント実験の結果から、専門的情報を一方的に

提供するだけでは、市民の政策支持や評価軸が大きく変化しない可能性が示唆されたことを

踏まえ、本研究では「相互的な対話」による影響に焦点を当てた。具体的には、高レベル放射

性廃棄物の地層処分場立地政策を対象として、市民が自らの考えを言語化し、問い返しや整

理を行いながら理解を深める過程が、政策態度にどのような変化をもたらすのかを検討した。 
 
（２）自然科学グループ 
2-3-5．原子燃料サイクルオプションの検討 

本実施項目では、日本において選択し得る原子燃料サイクルの技術的オプションを体系的

に整理し、それぞれの特徴や意義、評価上の論点を明確化することを目的として、段階的な

検討を行った。特に、技術的成立性のみならず、社会的受容性や政策実装の観点を含めた総

合的な評価が可能となるよう、複数年度にわたり検討内容を深化させた。 
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2-3-6．技術・経済性の評価、ロードマップ作成 
本実施項目では、原子燃料サイクルオプションの実現可能性を技術的・経済的観点から検

討するための基盤整備を目的として、技術・経済性評価手法の整備およびロードマップの作

成を段階的に実施した。特に、複数の原子燃料サイクルオプションを相互に比較可能な形で

評価できるよう、要素技術レベルのデータ整備と評価手法の体系化に重点を置いた。 
 
2-3-7．高レベル廃棄物を無くすための検討 

本実施項目では、原子燃料サイクル政策における根本的な課題の一つである高レベル放射

性廃棄物の発生および最終処分問題に対して、技術的および制度的な両面から検討を行うこ

とを目的とした。従来の「発生した高レベル廃棄物をいかに安全に処分するか」という枠組

みに加え、「高レベル廃棄物そのものを可能な限り低減、あるいは無くすことが可能か」とい

う観点から検討を行った。 
 
2-3-8．原子力政策を読み解くための英語版のコミュニケーションツール開発 

本実施項目では、日本の原子力政策および原子燃料サイクル政策について、その背景や技

術的選択肢、政策上の論点を、多様なステークホルダーが理解しやすい形で整理・提示する

ことを目的として、英語版のコミュニケーションツールの開発を行った。特に、一般市民や

学生に加え、行政担当者や海外の研究者・政策関係者など、専門知の水準や関心の異なる利

用者が、政策の全体像を俯瞰的に把握できることを重視した。 
 
（３）政策実装グループ 
2-3-9．実務家とのネットワーク強化構築や政策ニーズの吸い上げ 

本プロジェクトを通じて生み出された成果に対するフィードバックを得るとともに、政策

ニーズを吸い上げるため、関係者との意見交換の場を設定する。こうした意見交換を元に、

さらなるエビデンスの構築を進めた。 
 
2-3-10．日本における原子燃料サイクル政策の歴史（史資料分析） 
日本の原子燃料サイクル政策に関するこれまでの議論の経緯を整理し、現状に至るまでの過

程を解明するため、1950 年代から現在に至るまでの原子燃料サイクル政策の議論、およびそ

の決定の経緯、背景等が読み取れる、以下の文書を対象として考察・分析を行った。 
 
(1) 原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（原子力長計） 

1956 年より 2000 年まで計 9 回、検討・策定が行われた。 
 
(2) 新計画策定会議・技術検討小委員会（技術検討小委）議事録 
再処理をオプションの一つとして扱うことについて、初めて公開で議論が行われた場が

2000 年代の「新計画策定会議」であった。その会議で「使用済燃料再処理について、直接処

分とコスト等を比較検討してはどうか」という問題が提起されたことを受け、同会議の下部

に「技術検討小委員会」が設置され、技術仕様や経済性等、様々な指標から総合的な比較検

討がなされた。 
 
(3) 原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（サイクル小委）議事録 

2011 年の東京電力福島第一原子力発電所事故後、エネルギー政策をゼロから見直し、原子

力開発史上初めて日本の原子力発電規模が縮小に向かい、将来的にゼロになる可能性もある

状況で、原子力発電規模に応じた再処理ないしは直接処分のシナリオ検討が行われた。 
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(4) エネルギー基本計画 
2002 年公布のエネルギー政策基本法に基づき、3 年ごとに改訂される、エネルギー政策の

基本方針を幅広くまとめた文書。原子力や原子燃料サイクルに関する記述も含まれ、2002 年

の第 1 次から 2025 年の第 7 次まで、これまで計 7 回閣議決定されている。 
 
2-3-11．日本における原子燃料サイクル政策の歴史（聞き取り） 
 これまでの政策の経緯を明らかにする作業を進める中で、日本の①原子力政策、及び②原

子燃料サイクル政策の歴史においては、ともに顕著な「固着性」を確認することができ、そ

の構造を知ることが政策の成り立ちを知る上で重要であろうとの認識を得ている。即ち、過

去数十年の間に日本の電気事業を取り巻く環境は大きく変化し、福島第一原子力発電所事故

といった極めて大きな転機を経たにもかかわらず、現在に至るまで、①原子力の利用を長期

にわたって継続する方針や、②再処理やプルサーマル等を推進する方針は変化していない。 
 この「方針が変化していない」ことを本研究では「固着性が見られる」とみなし、以下の問

いを立てた。 
 
問い：日本の原子力政策及び原子燃料サイクル政策に見られる「固着性」は、何故、どのよう

な要因によって生じているか。 
 

その上で、原子燃料政策や原子力事業に関与してきた経歴の持ち主や、原子力・原子燃料

政策の形成過程に知見を有する 19 名の学識経験者を対象として、事前に質問を送付し、対面

またはオンラインでインタビューを行う形式の聞き取り調査を行った。19 名の内訳は、電気

事業者（元を含む）6 名、政策形成過程経験者 4 名、研究者 8 名、（元）プラントメーカ技術

者 1 名。 
 質問内容は以下の通り。 
 
Q1 原子力政策及び原子燃料サイクル政策について、「固着性」を生じさせる要因のうち、最

も重要なものは何であるとお考えでしょうか。また、その要因について、できれば具体的な

事例とともに、詳しくお聞かせください。 
複数のご回答も可ですが、その場合はそれらの中の順序付け、もしくは要因間の関係につい

てもご考察頂けると幸いです。 
 
Q2 Q1 でご指摘された要因が、他の要因と比べて「重要」である（＝固着性に大きな影響を

与えた・与えている）と見做されるべき理由や、それを示す根拠、事例、出来事等について、

もしご存じでしたらお教え頂けると幸いです。 
 
Q3 これまでの日本の政策についてより具体的にご見解をお聞かせください。例えば 
 これまでの原子力政策及び原子燃料サイクル政策は、代替案を検討した上で「固着」し

てきたと考えるか。仮に検討してきた場合、それは十分なものであったか。 
 六ケ所再処理工場プロジェクトの推進を「出口なき前進」と呼ぶ論者は 2000 年代初頭か

ら存在していたが、そのような認識は当時からお持ちであったか。現在ではどうか。 
 もしそれが「出口なき前進」であった場合、それはどのような利害関係によって推進さ

れてきたと考えるか。 
 
Q4 今後、より良い原子力政策及び原子燃料サイクル政策を実現するために、何が必要かにつ

いて、お考えがあればお聞かせください。 
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 政策の「固着性」は望ましいものであるか、否か。もし仮に望ましくないものである場

合、どのようにして改善され得るか。 
 逆に、政策の側から、社会に受け入れられるためには何をすべきか。どのように市民へ

の情報発信や市民からのニーズの取得を行い、合意を形成してゆくべきか。 
 
2-3-12．対外発信、政策提言 
 令和 7 年 9 月 16 日に公開シンポジウムを行い、研究全体の成果について報告するととも

に、有識者ならびにシンポジウム参加者との議論を行うことにより、市民の意思を有効に政

策に反映させるための方策について議論を行った。その際、原子力政策ならびに原子燃料サ

イクル政策に精通しており、かつ、より幅広い分野から、幅広い意見をもった有識者を招聘

すべく、鈴木達治郎・長崎大学客員教授、寿楽浩太・東京電機大学教授、山本章夫・名古屋大

学大学院教授、城山英明・東京大学教授の 4 名を選定した。 
 さらに、このシンポジウムの成果を踏まえて政策への示唆を更に深く検討するために、上

記の有識者に加え、更に 4 名の有識者（若手研究者ならびに電力業界関係者）を招聘し、非

公開の会合を行った。 
 

3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクト全体としての成果 
 まず、各グループの貢献について整理した上で、それらを有機的に結びつけた本プロジェ

クトの成果について述べる。 
 
(1) 社会科学グループ 
 まず、社会科学グループは、大きく分けて、原子燃料サイクル政策をめぐる(a) 制度設計（海

外比較、上位政策との接続）、(b) 市民・専門家の選好構造の把握、(c) 市民の態度形成に着目

して情報提供と AI 対話の効果を検討すること、の三点に取り組んだ。これらの知見は、「技

術的合理性」と「市民の選好」を結び付けるための素材を提供するものといえよう。 
 各達成目標との関連で、社会科学グループの成果を述べれば以下の通りである。第一に、

①多様なシナリオの設計・評価は、自然科学グループが主担当であるものの、社会科学グル

ープは、コンジョイント実験で用いる評価属性（安全・経済・廃棄物・制度設計・意思決定過

程など）を政策評価の枠組みとして整備し、結果として「どのシナリオが支持され得るか」

を推定するための入力構造を作成した。さらに、コンジョイント実験の結果を用いて 8 つの

技術オプションに対する市民支持を推定する枠組みを提示しており、「評価」に関しては明確

に貢献している。したがって、オプションの設計そのものへの貢献は限定的であるが、評価

軸の提示と支持の在り方の推定という形で実質的貢献を行った。 
 次に、②市民選好の客観把握とその要因の解明は、社会科学グループのコアとなる成果で

ある。コンジョイント実験で、市民が何に反応するかを多次元的に定量化することに成功す

るだけではなく、専門家調査も併せて実施し、それらの結果を相互に比較することで、市民

の選好の特徴を初めて明らかにすることができた。例えば、専門家と市民の分析結果を比較

することにより、両者は賛否の水準ではなく、判断基準（評価軸）が異なることが明確にな

った。 
 さらに、コンジョイント実験の枠組みを利用しつつ、情報提供が市民の選好に及ぼす効果

の検証も行った。その結果からは、知識付与が支持を高めることはないし、一部属性につい
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ては関連する情報への注意は高まるものの、その効果は小さく、多くの場合、情報提供だけ

で選好に有意な変化が生じることはないことが明らかとなった。 
 以上の通り、専門家と一般市民の選好構造を明らかにして、両者が用いる評価の「物差し」

に差異があることを明確にした。また、そうした差異を情報提供によって埋めることは難し

いことも、情報提供実験によって示すことができた。そうした意味で、目標②に対して、社

会科学グループは明確な貢献があった。 
第三に、③新たなコミュニケーション手法（AI 活用等）の模索についても、社会科学グル

ープは明確な貢献があった。AI 対話群（対話）、AI チャット履歴閲覧群（情報接触）、統制群

という 3 つの群を生成し、アウトカムを相互に比較することで、AI 対話の持つ効果を推定し

た。特に、AI 対話群と AI チャット履歴閲覧群を比較することによって、「情報量」ではなく

「対話そのもの」の効果を推定できる設計を採用した点に長所がある。分析の結果、AI 対話

が、支持水準だけでなく、態度の明確さ／確信といった熟慮の質にも関わるような広範な政

策態度に明確な正の影響を及ぼしていることが明らかとなった。興味深いことに、AI 対話群

と AI チャット履歴閲覧群は、知識量には差がなかったが、支持水準、態度の明確さ／確信な

どの様々なアウトカムについて、AI 対話群が有意な改善を示していた。このことは、情報量

というよりも、AI との双方向的な対話それ自体が、市民の態度に働きかけ、政策態度に変容

を生み出していることを示唆している。このように、単に生成 AI を導入しただけではなく、

双方向的な対話の効果を識別する実験設計を行った点で、社会科学グループには明確な貢献

があった。 
 第四の④熟議を制約したり機能させたりする条件については、ミニ・パブリックスを実施

することができず、十分な貢献を果たすことができなかった。ただし、社会科学グループの

成果からは、熟議の成立条件に関して次の示唆を得ることはできる。例えば、一方的情報提

供では態度は変化しづらいという意味で、熟議の重要性が示唆された。また、AI 対話が態度

の明確化・確信の向上に有効という意味で、熟議の前提となる自己理解・論点整理を AI は支

援できる可能性が示唆された。また、市民と専門家は政策に対する評価軸に乖離があること

も実証的に明らかとなったから、両者がその差異を認識した上で熟議を行う重要性も示され

た。以上の通り、本プロジェクトを通じて、熟議の制約・機能の条件を確定したとまでは言

えないものの、熟議設計の論点を実証的な結果から提示できたという意味で、一定の貢献は

あった。 
 第五の⑤過去の議論と現状の解明については、政策実装グループが主担当であるため、社

会科学グループの貢献は限定的であるが、海外事例の分析（CoRWM と OPECST）を通じて、

「現状の制度的代替モデル」を示したことは、日本の現状理解の相対化に、一定の貢献があ

ったと評価できる。 
 最後に、⑥社会発信・政策提言による実装については、市民選好を政策オプション評価に

接続する枠組みを提示し、AI 対話という手法の実証的検討を行い、海外事例との比較による

制度設計論点の提示を行ったという点で、実装の基礎を支える貢献を、社会科学グループは

行った。 
 
(2) 自然科学グループ 
 自然科学グループの主要な役割は、高度かつ複雑な性質を持つ技術的な政策オプションを、

政策が取り扱うべき属性群へと分解・整理することである。いわば、技術の世界の言葉を、

政策の世界の言葉に翻訳することが、同グループの中核的な役割である。より具体的に言え

ば、自然科学グループは、軽水炉ワンススルーから高速炉・核変換技術を含む多様なオプシ

ョンについて、要素技術、技術成熟度、時間軸、経済性、高レベル放射性廃棄物への影響とい

った観点から整理・評価を行い、原子燃料サイクル政策を、選択可能な政策シナリオとして
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捉えるための技術的基盤を構築した。 
自然科学グループが担ったのは、a. オプション設計、b. 属性とその水準の設定、c. 各オプ

ションの実現可能性の整理、d. 各オプションの具体化プロセスの整理、e. 原子力政策への理

解を促進するためのコミュニケーションツールの設計の 5 つである。まず、自然科学グルー

プが担った a. b.を通じて、①多様な原子燃料サイクルシナリオの設計・評価という目標が達

成された。また、a.と b.によって、社会科学グループは、属性空間に対する市民と専門家の選

好の推定が可能となった。②市民選好の把握と、その背景要因の解明の主担当は社会科学グ

ループであるが、自然科学グループは不可欠な基盤を提供した。 
 政策実装グループは、社会科学グループが明らかにした市民や専門家の選好と、自然科学

グループが c. d.を通じて明らかにした各オプションの実現可能性（あるいは制約条件）を踏

まえて、シナリオ間の比較と選択を可能にする制度的条件は何なのか、を検討することが可

能となった。また、自然科学グループによるオプションの整理を通じて、どういった技術が

選択肢から外れてきたのかを整理することが可能となり、過去の政策判断の技術的前提を相

対化する基礎を提供した。したがって、⑤原子燃料サイクル政策に関する過去の議論と現状

の解明については、政策実装グループが主担当であるが、自然科学グループもまた重要な役

割を果たした。 
最後に、⑥社会発信・政策提言による実装についても、自然科学グループの技術・経済性

評価データベースやロードマップは、政策議論や社会的議論に耐えうる土台を提供したとい

う意味で有意義な貢献があった。また、英語版コミュニケーションツールの開発は、将来的

な政策実装や国際対話のための基盤整備として明確な成果である。 
 
(3) 政策実装グループ 
政策実装グループは、研究成果を政策実務の文脈に接続し、政策形成・実装における制約

条件とニーズを把握することを主目的として、①実務家・政策担当者とのネットワーク形成

とフィードバック獲得、②史資料分析による日本の政策過程の構造把握、③主要関係者への

聞き取り調査による「固着性」要因の同定、④対外発信と政策提言の論点整理、を一体とし

て推進した。 
 ネットワーク構築と政策ニーズの吸い上げについては、中央省庁職員、有識者（鈴木達治

郎氏、山口彰氏）、電気事業者（元役員、業界団体管理職）などとのクローズドな意見交換を

継続し、研究成果（特にコンジョイント結果や AI 対話実験の意義）を提示したうえで、実務

側が必要とする情報・分析視角（制度設計、コミュニケーション設計、シナリオ提示のあり

方等）を抽出した。結果として、研究成果の「使い道」を実務の言語に翻訳し、政策提言の焦

点を具体化した。 
 次に、原子力長計、技術検討小委・サイクル小委議事録、エネルギー基本計画を分析し、日

本の燃料サイクル政策が長期にわたり「再処理前提の枠組み」に規定され、代替シナリオ比

較が限定的だったこと、福島事故後に政策変更を含む議論が初めて生じたが、結局はエネル

ギーミックス（原子力比率）に従属する形で決着したことを整理した。さらに長計の語彙変

化（知識普及→理解→安心→コミュニケーション）から、政策側の正当化様式の変遷も示す

ことで、現在に至る政策の文脈を明確にした。 
 さらに、原子力政策形成に主要な役割を果たしてきた 19 名へのインタビューを実施し、政

策が「固着していない」と捉える政策決定者（A）と、「固着していた」と捉える政策関与者

（B）が明確に分かれること、固着要因として「癒着」よりも「地元との関係」や「公益性に

関する信念（3E 達成への使命感）」が重視されること、さらに外部の批判的観察者（C）も固

着しており相互に固着を強める、という三者構造を提示した。これにより、熟議が機能しな

い理由を「原子力村」一枚岩論では説明できないことを示した。 
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 最後に、公開シンポジウム（令和 7 年 9 月 16 日）と、その後の非公開ディスカッションを

通じて、(a)政府内の透明性ある議論主体の必要性、(b)市民意思が政策決定に作用しうるメカ

ニズムの実装、という二つの独立だが補完的な課題を整理した。特に「議論の公開が地元不

安などの悪影響を生む」という政策推進側の合理性も踏まえたうえで、公開可能領域の設計

と情報発信形式の工夫が鍵であることを明確化した。 
 政策実装グループの成果は、プロジェクト全体の達成目標のうち、とりわけ④「原子燃料

サイクル政策において熟議を制約する要因と、機能する条件の解明」、⑤「原子燃料サイクル

政策に関する過去の議論と現状の解明」、⑥「知見の社会発信および政策提言による実装」に

おいて中核的な役割を果たした。まず目標④との関係では、史資料分析および実務家・有識

者への聞き取り調査を通じて、熟議を制約してきた要因が多面的に明らかにされた。具体的

には、再処理を前提とした議論枠組みの固定化、政策を「前に進める」ことに偏重し撤退戦

略が制度的に想定されてこなかった点、議論の公開が地元不安や政策遂行への悪影響をもた

らし得るという認識に基づく透明性への躊躇、多様なステークホルダーをいかに選定・組み

込むかという設計上の困難、さらに国と産業界を含む制度・組織間の役割分担の歪みといっ

た構造的要因が抽出された。他方で、熟議が機能する条件として、エネルギー政策における

最上位目標の共有、撤退条件を含む選択肢比較を制度化する必要性、公開可能な部分と非公

開とすべき部分を峻別したうえでの説明設計、そして市民の意思を実証的に把握する手法（コ

ンジョイント実験や AI 対話）を政策プロセスに組み込む仕組みの重要性が示された。 
 目標⑤との関係では、原子力長期計画、各種審議会議事録、エネルギー基本計画といった

史資料の体系的分析を通じて、日本の原子燃料サイクル政策がどのような前提と射程の下で

議論されてきたのかを可視化した。その結果、福島第一原子力発電所事故後に一時的に政策

変更の可能性を含む議論が行われたものの、燃料サイクル政策は一貫してエネルギーミック

スや原子力発電比率といった上位政策に従属する形で位置づけられ、自律的な政策領域とし

て再構成されるには至っていない現状が整理された。 
 さらに目標⑥に関しては、公開シンポジウムおよび非公開の専門家ディスカッション、行

政担当者や実務家との成果共有を通じて、研究成果を政策実務で利用可能な論点へと翻訳す

る作業を行った。その過程で、第三者的な議論主体の設計、市民の意思を政策決定に反映さ

せるためのメカニズム、情報提供の要件、議論の公開設計といった政策提言上の主要な柱が

整理された。 
 加えて、政策実装グループの知見は、他の達成目標に対しても補完的な貢献を行っている。

目標①に関しては、自然科学グループが設計した多様な原子燃料サイクルオプションや評価

枠組みを、政策決定プロセスに乗せる際に考慮すべき論点（撤退条件、地元への影響、公開

設計、役割分担等）を提示し、シナリオ比較が政策議論として成立するための条件を明確化

した。目標②については、市民選好を明らかにしたコンジョイント実験の結果を政策担当者

に提示し、それらの知見が制度設計やコミュニケーション設計においてどのように活用可能

かという実務的視点を抽出した。さらに目標③との関係では、AI 対話を用いた新たなコミュ

ニケーション手法について、その潜在的な政策ニーズとともに、情報ソースの偏り、透明性

の確保、対象者設計といった社会実装上の課題を整理し、今後の応用に向けた論点を明確化

した。 
 
(4) プロジェクト全体 
(4-1) 各目標に対する個別の成果 

本プロジェクトは、原子燃料サイクル政策という高度に専門的かつ政治的に制約の強い政

策領域に対し、自然科学・社会科学・政策実装の三つのアプローチを組み合わせることで、

従来は断片的にしか検討されてこなかった論点を横断的に整理し、政策形成に資する知見を
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体系的に提示することを目指した。その結果、当初設定した達成目標①〜⑥について、程度

の差はあるものの、相互補完的な形で実質的な成果を得ることができたと評価できる。 
 まず、目標①「多様な原子燃料サイクルシナリオの設計・評価」については、自然科学グル

ープが中心となり、軽水炉ワンススルーから高速炉、核変換、ADS 等を含む複数の技術オプ

ションを、要素技術、成熟度、時間軸、経済性、高レベル廃棄物への影響といった観点から体

系的に整理し、相互比較可能な形で提示した点が決定的な基盤となった。これに社会科学グ

ループが、市民選好を把握するための評価属性を政策評価の枠組みとして整備し、政策実装

グループが、それらのオプションを実際の政策議論に乗せる際の制度的・政治的論点を補完

することで、単なる技術比較にとどまらない「政策としてのシナリオ比較」が可能となった。 
 目標②「市民選好の客観的把握とその要因解明」は、本プロジェクトの中でも特に新規性

と実証性の高い成果である。社会科学グループは、コンジョイント実験により、市民が原子

燃料サイクル政策を評価する際の判断基準を多次元的に定量化することに成功し、さらに専

門家調査との比較を通じて、賛否水準ではなく評価軸そのものが異なるという重要な知見を

示した。この成果は、自然科学グループが提示した技術オプションを、市民の視点から「ど

の条件下で支持され得るか」という形で評価可能にした点で、両者の結節点を形成している。 
 目標③「新たなコミュニケーション手法の模索」については、AI 対話の効果を識別可能な

実験設計を採用し、単なる情報提供ではなく、双方向的対話それ自体が政策態度、特に態度

の明確さや確信といった熟慮の質に影響を与えることを実証した点が大きな成果である。こ

れにより、市民の態度形成を支援する手段として AI を位置づける理論的・実証的基盤が示さ

れ、政策実装グループによる実務家との意見交換を通じて、その潜在的な政策ニーズと実装

上の課題も具体化された。 
 目標④「熟議を制約する要因と機能条件の解明」については、政策実装グループの貢献が

中核であった。史資料分析と関係者インタビューを通じて、日本の原子燃料サイクル政策に

おいて、再処理前提の議論枠組み、撤退戦略の欠如、透明性への躊躇、ステークホルダー設

計の困難、制度・組織間の役割分担の歪みといった構造的制約が明確化された。他方で、最

上位目標の共有、撤退条件を含む選択肢比較の制度化、市民意思を把握する実証手法の組み

込みといった、熟議が機能し得る条件も整理されている。社会科学グループの実験結果は、

こうした熟議設計に対して、情報提供だけでは不十分であること、対話的プロセスが重要で

あることを裏づける補完的知見を提供した。 
 目標⑤「過去の議論と現状の解明」については、政策実装グループによる史資料分析と聞

き取り調査を通じて、日本の原子燃料サイクル政策が長期にわたり上位政策に従属し、複数

シナリオの中立的比較が十分に行われてこなかった構造が明確に示された。これに自然科学

グループの技術オプション整理が重なることで、「なぜ特定の技術が選択され、他が排除され

てきたのか」という過去の政策判断の前提を相対化することが可能となった。 
 最後に、目標⑥「社会発信と政策提言による実装」については、公開シンポジウムや非公

開ディスカッション、行政・実務家との成果共有を通じて、研究成果を政策実務で利用可能

な論点へと翻訳する作業が行われた点が重要である。本プロジェクトは、具体的な政策変更

を直ちに提言する段階には至っていないものの、市民意思を反映させるメカニズム、第三者

的な議論主体の設計、情報提供と公開の在り方といった、今後の政策実装に不可欠な論点を

明確化し、そのための実証的基盤を整備したという点で、実装に向けた「準備段階」を構築

したとみなしうる。 
 
(4-2) 横断的成果 
 各目標に対する個別的な成果に留まらず、本プロジェクトは、異なる専門領域を有する研

究者のコラボレーションを通じて、チーム横断的な成果を生み出すこともできた。とりわけ
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重要なのは、各グループの成果を単に接合するのではなく、それらの間に存在する関係性そ

のものを明らかにした点である。 
三つのグループの共同的作業の成果として最も重要であったのは、技術（自然科学グルー

プ）、社会（社会科学グループ）、制度（政策実装グループ）という異なる分析次元が、単に補

完的関係にあるのではなく、それぞれ固有の論理に基づき相互に緊張関係を立つことを、具

体的な研究プロセスを通じて示すことができた点にある。特に、研究合宿や定期的な全体ミ

ーティングを通じて、自然科学グループが重視する技術的整合性、社会科学グループが重視

する選好構造と評価軸、政策実装グループが重視する制度的制約や政治的実現可能性が、必

ずしも同一の論理で統合されるわけではないことが明確になった。それぞれの領域では、異

なる意味で合理的とみなすことができるようなロジックが作用している。すなわち、技術的

観点からみた技術的合理性、市民の価値判断に基づく社会的合理性、制度的制約や実現可能

性に基づく制度的合理性である。このことは、原子燃料サイクル政策が本質的に多層的かつ

異質な合理性を内包する政策領域であることを示している。 
 公開シンポジウムおよびその後の議論を通じて、原子燃料サイクル政策を検討する際には、

技術的合理性、社会的受容性、制度設計という三つの側面を同時に扱う必要があるという共

通認識に至ったことも、共同的作業の重要な成果であった。他方で、それらを一つの枠組み

へと統合することの困難さも同時に明らかとなった。 
しかしながら、こうした三つの分析次元間の緊張関係は、単に解消されるべき障害として

捉えるべきものではなく、当該政策領域の本質的な性質に由来するものであるとみなすべき

である。すなわち、原子燃料サイクル政策のように、技術的合理性、社会的受容性、制度的制

約が同時に成立することを求められる政策領域においては、異なる合理性が並立し、それら

の間に緊張関係が生じること自体が不可避である。本プロジェクトは、こうした緊張関係を、

抽象的な議論にとどまらず、具体的な研究プロセスを通じて確認し得た点に一つの意義があ

る。 
 原子力政策は、現在、大きな転換期にある。本プロジェクトが対象とした原子燃料サイク

ル政策は、制度的制約や政治的文脈の下で方向付けられてきた側面を強く持つ。しかしなが

ら、政策の正統性や持続可能性を確保するためには、技術的合理性にも配慮しつつ、市民の

理解や価値観、さらには社会的受容性を組み込んだ政策形成へと移行していくことが不可欠

である。 
こうした意思決定構造の転換に際しては、複数の合理性の間に緊張関係が生じることは避

けがたい。本プロジェクトの分析から、この問題は「多元的合理性の非整合問題」として捉

える必要性が示唆される。すなわち、原子燃料サイクル政策においては、技術的合理性、社

会的受容性、制度的制約という三つの合理性が、それぞれ異なる基準に基づいて成立してお

り、これらを同時に最大化する解を見出すことは、原理的に見て極めて困難である可能性が

高い。 
この非整合性は、第一に評価基準の相違に由来する。技術的合理性は効率性や最適化を重

視するのに対し、社会的合理性は納得や公平性、感情的側面に依拠し、また、制度的合理性

は実現可能性や利害調整を基準とする。第二に、時間軸の相違も重要である。技術開発や制

度は長期的な安定性を前提とする一方で、社会的受容は比較的短期的に変動し得る。第三に、

意思決定主体の相違も、合理性の非整合問題に拍車をかける。技術は専門家、市民は社会、

制度は政府および様々な利害関係者によって担われており、これらの主体間の認識や関心の

ずれが、合理性の非整合問題を一層強める。 
多元的合理性が生み出す非整合問題を解くことは、原理的に見て極めて困難である。合理

性間の非整合が原子力政策を巡る不可避的性質であるとすれば、技術的合理性、社会的受容

性、制度的制約のいずれかに単純に収斂させるのではなく、それぞれの合理性が持つ意味を
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踏まえつつ、相互の関係を調整し続けるプロセスが要求されるであろう。こうしたプロセス

をいかに制度的に設計し、運用していくかは、今後の原子力政策における重要な課題である

と考えられる。 
本プロジェクトは、この課題に対して直接的な解を提示するには至っていない。しかしな

がら、本プロジェクトは、市民と専門家の評価軸のズレ、ならびに政策の「固着性」をめぐる

ステークホルダー間の認識のズレを実証的に明らかにすることで、そこにある緊張を可視化

した。また、こうしたズレが一方的な情報提供によっては必ずしも解消されないことを明ら

かにした。ズレの可視化と相互の整合性を生み出すことの難しさを示した本プロジェクトは、

多元的合理性の非整合問題に取り組むための出発点を提示したと位置付けることができる。 
 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
（１）社会科学グループ 
3-2-1．海外事例の分析 

本研究では、日本において原子燃料サイクル政策を検討・再設計する際の示唆を得ること

を目的として、海外における政策形成機関の制度設計および運用実態について分析を行った。

特に、科学技術に関する専門的知見や世論・社会的意見が、どのような形で政策決定過程に

組み込まれているのかという観点から、比較可能な事例を対象として検討を進めた。 
 
（1）R5 年度：調査対象事例の整理と基礎的検討 
R5 年度においては、海外事例の本格的な比較分析に先立ち、科学技術や世論を政策決定過

程に統合する制度として参照可能な組織や事例に関する文献調査および基礎的整理を行った。

その結果、原子燃料サイクル政策に関連するナショナルレベルの機関として、イギリスの放

射性廃棄物管理委員会（Committee on Radioactive Waste Management, CoRWM）および

フランスの議会科学技術選択評価局（Office parlementaire d’évaluation des choix 
scientifiques et technologiques, OPECST）を主要な調査対象候補として抽出した。 

CoRWM は、英国政府が過去の放射性廃棄物処分場選定の失敗を受けて 2003 年に設立し

た諮問機関であり、放射性廃棄物管理という特定の政策課題に焦点を絞り、公衆参加と討議

を制度的に組み込むことによって社会的受容の確保を目指した点に特徴がある。公開された

利害関係者討議（Public and Stakeholder Engagement: PSE）を通じて、専門家に限らず社

会科学者、環境団体、コンサルタント等を含む多様な主体が議論に参加した。約 3 年間の活

動を経て、2006 年には地層処分を最適な長期的管理方法として推奨するとともに、堅牢な中

間貯蔵の必要性や、自治体の自発的参加と撤退権を含む地域パートナーシップ型プロセスの

重要性を提言した。ただし、その後 2013 年にカンブリア州議会がプロセスの継続を拒否した

ことから、政治的・地域的反対が制度の持続性に大きな制約を与えることも明らかとなった。 
一方、OPECST は 1983 年にフランス議会内に設置された常設の調査組織であり、原子力

や放射性廃棄物を含む広範な科学技術政策を対象として、議員主導で調査・評価・提言を行

う点に特徴がある。調査テーマごとに任命される「報告者」の裁量のもと、公聴会等を通じ

て専門家や利害関係者から意見を聴取し、それらを議会での討議や立法過程に反映させる仕

組みが構築されている。専門家による諮問委員会を有しつつも、最終的な判断主体を議員に

置いている点が、政府諮問機関とは異なる制度的特徴である。 
R5 年度の検討により、両機関はともに「専門知」と「社会的意見」を政策形成に接続する

点で共通性を持つ一方、その制度的位置づけや運用方法において大きく異なることが確認さ

れた。 
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（2）R6 年度：専門知・世論の政策統合という観点からの比較分析 
 R6 年度においては、R5 年度に整理した基礎情報を踏まえ、CoRWM と OPECST を対象

として、科学技術に関する専門的知見および世論・社会的意見が政策決定過程にどのように

統合されているのかという観点から比較分析を行った。 
分析の結果、両機関は提言先および政策への影響力において明確な違いを有していること

が明らかとなった。CoRWM は英国政府を直接の提言先とする諮問機関であり、その勧告は

政府の政策決定プロセスに直接的な影響を及ぼす可能性を有している。一方、OPECST は議

会内組織であるため、提言先は政府ではなく議会であり、政策形成への影響は議会審議や立

法過程を通じた間接的なものとなる。 
 また、社会的意見の取り込み方にも顕著な違いが見られた。CoRWM は、公衆討議の場を

制度化し、一般市民や専門家、環境団体を含む多様な利害関係者の直接的参加を促すことで、

幅広い社会的合意の形成を志向しているのに対し、OPECST は議員が設定した調査テーマに

基づき、公聴会を通じて専門家や関係主体から意見を聴取するという、議員を媒介とした間

接的な意見集約を特徴としている。 
 さらに、対象とする政策課題の範囲にも大きな違いが存在する。CoRWM は放射性廃棄物

管理という限定された政策課題に特化しており、狭く深い専門的検討が可能であるのに対し、

OPECST は科学技術政策全般を対象とするため、より広範で多面的な視点からの分析・提言

が行われる傾向が強い。 
 以上の比較から、専門的で特定の政策課題に特化した諮問機関と、広範な政策領域を扱う

議会内評価機関という二つの制度モデルが、それぞれ異なる形で専門知と社会的意見を政策

形成に接続していることが明らかとなった。この違いは、日本における原子燃料サイクル政

策を検討する際に、特化型の独立評価機関を設計するのか、あるいはより汎用的な議会・政

策評価機能を強化するのかという制度設計上の重要な論点を提供している。 
 
3-2-2．政策体系の整理 
 原子燃料サイクル政策が、日本のエネルギー政策、原子力政策、科学技術政策等の上位政

策体系の中でどのように位置づけられてきたのかを明らかにすることを目的として、政策文

書の分析や関係者への聞き取り結果についての分析を行った。 
 まず、政策文書に基づく分析からは、日本の原子燃料サイクル政策が、独立した政策領域

として検討されてきたというよりも、上位に位置づけられる原子力政策やエネルギー政策の

枠組みに強く従属する形で位置づけられてきたことが明らかとなった。技術検討小委員会や

サイクル小委員会においては、技術的合理性やコスト評価に関する詳細な検討が行われたも

のの、その議論は再処理を前提とした枠組みによって強く規定されていた。福島第一原子力

発電所事故後に設置されたサイクル小委では、直接処分を含む複数の選択肢が初めて検討さ

れたが、最終的には燃料サイクル政策の方向性は、別途議論されるエネルギーミックス、す

なわち原子力発電比率の想定に委ねられることとなった。エネルギー基本計画においても、

原子力政策全体の表現や個別技術の扱いには変化が見られる一方で、原子燃料サイクル政策

については再処理・プルサーマル路線が一貫して維持されており、燃料サイクル政策自体を

上位政策との関係の中で再構成する試みは限定的であった。 
 これらの史資料分析を踏まえ、本研究では、政策文書に明示されない政策判断の前提や価

値認識を補完的に把握するため、原子力政策および原子燃料サイクル政策の形成過程に関与

してきた実務家・研究者等への聞き取り調査の結果を踏まえて分析を行った。 
 後述の通り（3-2-11.）、聞き取り調査からは、政策決定者と政策関与者の間で、「固着性」

に対する認識が大きく異なることが明らかとなった。特に、サンクコストや癒着といった要

因よりも、「公益性に関する信念」、すなわち原子力発電および原子燃料サイクルが長期的に
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エネルギー安定供給、経済性、環境適合性の達成に資するという共有された使命感が、政策

継続を支える重要な要因として認識されている点は、本研究の重要な知見である。また、政

策形成過程における「風土」や「政策決定プロセス」のあり方が、代替案の検討を困難にして

きたとの認識も、特に政策関与者の側から強く示された。今回の結果に従えば、原子燃料サ

イクル政策は、エネルギー安定供給を重視する価値観、長期的事業継続を前提とした制度運

用、そして政策形成主体間で共有されてきた公益性に関する信念によって支えられる形で存

立してきたと整理することができる。本研究における政策体系の整理は、原子燃料サイクル

政策の継続性を、単なる制度的慣性ではなく、政策文脈・価値判断・意思決定構造の重層的

な結合として捉える視座を提供するものである。 
 
3-2-3．コンジョイント実験を用いた選好解明 
 本研究では、コンジョイント実験を用いることにより、原子燃料サイクル政策に対する市

民および専門家の選好構造を多次元的に把握する（研究１）とともに、情報提供が市民の政

策評価に与える影響を実証的に検証（研究２）した。 
 まず手法の詳細について説明する。本研究で利用した方法はコンジョイント実験である。

コンジョイント実験とは、複数の異なる情報を同時に無作為（ランダム）に組み合わせて提

示することで、それぞれの情報が回答者の選択や評価に及ぼす因果効果を分析できる手法で

ある。この方法には主に以下のような長所がある。第一に、一度に複数の情報の効果を調査・

比較できるため、複雑な政策判断に影響を与える多様な要素の相対的な重要性を明確に把握

することが可能となる。第二に、社会的望ましさバイアス（回答者が社会的に望ましいと考

える回答をする傾向）を低減できるため、回答者の真の選好をより正確に捉えることができ

る。第三に、機械学習を適用することにより、どのような情報の組み合わせが最も望ましい

と考えられるか、より精度高く分析することが可能になる。 
 本研究のコンジョイント実験では、原子燃料サイクル政策に関わる情報を、安全性・経済

性・環境負荷・資源電力供給安定性・技術的安全性・決定過程の 6 つのカテゴリーに分け、

合計 13 の属性を設定した。そして、これらの属性をランダムに組み合わせて政策案を生成

し、各回答者に提示した上で、それぞれの政策案に対する支持の程度を 6 段階（「全く支持し

ない」から「完全に支持する」まで）で評価させるという方法を採用した。図 3-2-3-1 は、被

験者に対して示されたシナリオの例である。 
本研究は 2 つの実験から構成される。研究１では、原子燃料サイクル政策に対する専門家

と市民の選好を比較した。市民を対象とした調査は 2025 年 2 月に実施し、日本国内に居住

する 18 歳から 69 歳までの一般市民を対象に、PureSpectrum 社の提携モニタを用いて調査

を行った。回答者の性別・年齢・学歴・地域といった属性については、可能な限り日本の国勢

調査の分布に一致するよう調整し、計 2,500 名の有効回答を得た。 
一方、専門家を対象とした調査は 2024 年 11 月 26 日から同年 12 月 31 日までの期間に、

日本原子力学会に所属する専門家を対象としてメーリングリストを用いて調査を実施した。

最終的に 130 名の専門家から回答を得た。 
研究２では、市民への情報提供が政策選好に及ぼす影響を検証した。具体的には、研究１

の市民サンプル 2,500 名を統制群とし、さらに新たに処置群として 7,000 名を追加した。処

置群は 14 のグループに分けられ、それぞれ 500 名ずつが割り当てられた。処置グループ 1 に

は原子燃料サイクル政策に関する一般的な知識を提供し、処置グループ 2 から 14 までの各

グループには、政策選択に関連する 13 個の属性（安全性・経済性・環境負荷・資源電力供給

安定性・技術的安全性・決定過程など）に関する専門的な知識を個別に付与し、それぞれの

情報提供の影響を検証した。最終的に、研究２は統制群と処置群を合わせて合計 9,500 名を

対象として実施した。 



21 
 

 
図 3-2-3-1: コンジョイント実験にて被験者に示されるシナリオの例 

 
 
（1）市民と専門家の選好構造の比較 
 まず、市民と専門家の政策支持水準を比較した結果、両者の平均的な支持水準や分布は概

して近接しており、原子燃料サイクル政策に対する全体的な賛否において大きな乖離が存在

するとは言えないことが明らかとなった（図 3-2-3-2）。 

 
図 3-2-3-2: 支持水準に関する市民と専門家の比較 
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しかし、政策を評価する際に重視される要素については、両者の間に顕著な違いが確認さ

れた。まず、一般市民についてのコンジョイント実験の結果をまとめたものが図 3-2-3-3 であ

る。 

  
図 3-2-3-3: 市民サンプル（左）と専門家サンプル（右）における各属性の影響 

 
資源可採年数、開発期間以外は、水準間に有意差が存在した。各属性の水準間の差の大き

なものから列挙すると、過酷事故確率（0.195）、電気料金（0.191)、HLW の低レベル化（0.152）、
回収可能性（0.140）、UPZ 住人（0.130）、処分場使用年数（0.091）、撤回可能性（0.085）、
処分場被爆（0.080）、最優先された意見（0.077）、開発費用（0.070）HLW 体積（0.046）と

なる。 
コンジョイント実験によって得られた各属性に対する市民の選好構造に関する結果を用い

て、原子燃料サイクルに関する具体的な政策オプションに対する市民の支持態度を推定する

ことができる。これは、個々の属性の周辺平均効果を示すにとどまらず、複数の属性を組み

合わせた政策案全体に対して、どの程度の支持が得られるのかを定量的に評価することを目

的としたものである。 
推定にあたっては、すべての属性水準をダミー変数として投入する通常の周辺平均推定モ

デルとは異なり、内挿による予測を可能とする回帰モデルを構築した。具体的には、「優先さ

れた意見」「撤回可能性」「回収可能性」といった離散的な性質を持つ属性を除き、多くの属

性については連続変数として扱い、各属性が取り得る水準の範囲内で支持態度がどのように

変化するかを推定した。この際、属性値を 𝑋𝑋、取り得る水準を 𝑎𝑎1,𝑎𝑎2,𝑎𝑎3としたうえで、𝑋𝑋 と 
min (𝑋𝑋 − 𝑎𝑎3, 0)を説明変数として投入することで、低水準から中水準と、中水準から高水準に

かけての影響の大きさが異なる可能性を許容するモデル化を行った。 
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電気料金および開発期間についてはローデータを用い、それ以外の連続変数については常

用対数変換を施した。予測モデルとしては、一次の項のみを含む回帰モデル、交互作用項を

含む回帰モデル、それぞれに対する LASSO 回帰および Ridge 回帰など、合計 8 通りのモデ

ルを検討した。正則化手法を用いたモデルについては、罰則項のハイパーパラメータを幅広

く変化させ、10 分割交差検証による予測誤差を基準としてモデル性能を比較した。その結果、

一次項および交互作用項を含みつつ、一次項には罰則を課さない Ridge 回帰モデルが最も良

好な予測性能を示した。 
このようにして得られた予測モデルを用い、自然科学グループが検討した 8 種類の原子燃

料サイクルオプションに対して、市民の支持態度を推定した。推定にあたっては、電気料金

を除く各属性について、コンジョイント実験で設定した水準範囲 [𝑎𝑎1,𝑎𝑎3]を超える値は当該範

囲内に切り詰めた。一方、電気料金については、想定される範囲外の値が限定的であり、切

り詰めることでオプション間の差異が過度に失われる可能性があることから、外挿を許容し

た。 
分析の結果、8 つの代表的な原子燃料サイクルオプションについて、市民の支持水準を以

下の通り推定することができた。すなわち、軽水炉ワンススルー（3.204）、軽水炉プルサー

マル（3.249）、高温ガス炉（3.377）、水冷却高速炉（3.337）、酸化物高速増殖炉（3.268）、酸

化物高速増殖炉(MA 核変換）（3.334）、酸化物高速増殖炉＋ADS（3.318）、高速増殖炉(MA 核

変換)+SrCs 核変換（3.409）である。8 つの原子燃料サイクルオプションはいずれも支持水準

が大きく乖離するものではないものの、技術特性や廃棄物管理方策の違いに応じて、一定の

差異が生じることが示された。これにより、本研究では、コンジョイント実験の結果を用い

て、市民の選好構造と技術的オプションとを接続し、具体的な政策案に対する支持の程度を

推定する枠組みを提示した。 
次に、専門家に対して行ったコンジョイント実験の結果、属性間で差が大きなものからリ

ストアップすると以下の通りである。過酷事故確率（0.759）、HLW 体積（0.343）、撤回可能

性（0.311）、最優先された意見（0.281）、UPZ 住人（0.237）、処分場使用年数（0.229）回収

可能性（0.229）、開発期間（0.218）である。サンプルサイズの関係で、水準間に有意差があ

ったのは、過酷事故確率、HLW 体積、そして撤回可能性のみであった。 
各要素に対する選好構造についてまとめると次の通りである。市民は、過酷事故の発生確

率といった安全性指標に加え、電気料金、生活圏への影響、高レベル放射性廃棄物の低レベ

ル化や回収可能性など、日常生活との関係が直感的に理解しやすい要素に対して強く反応す

る傾向を示した。一方、専門家は、過酷事故確率に対して市民よりもはるかに強く反応する

とともに、高レベル放射性廃棄物の体積や撤回可能性といった技術的・制度的なリスク指標

を重視する傾向が顕著であった。 
 この結果は、市民と専門家が原子燃料サイクル政策を評価する際に、異なる「物差し」を

用いて判断している可能性を示唆している。すなわち、支持・不支持という表面的な態度は

類似していても、その背後にある判断基準や重視点には構造的な差異が存在することが明ら

かとなった。 
 
（2）情報提供が市民の選好形成に与える影響 

次に、研究２の結果について述べる。まず、情報付与の有効性についてチェックする。図

3-2-3-4 は、情報提供を行った群と行わなかった群の、理解度チェックテストの結果の比較で

ある。「関与する主体」以外では、情報提供は知識クイズの正答率を有意に高めており、情報

付与が有効であることが示された。 
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図 3-2-3-4: 情報付与に関するマニピュレーションチェックの結果 

 
情報提供が原子燃料サイクル政策に対する一般的な支持を高めるかどうかを検討する。ま

ず、情報提供をしなかった群と、情報提供をした群で、コンジョイント実験で示された原子

燃料サイクルへの支持態度を比較したのが図 3-2-3-5 である。同図に示される通り、両群で、

一般的な支持態度に殆ど差はなかった。すなわち、原子燃料サイクルに関する一般的情報や、

特定の属性に関する追加情報を提示しても、政策全体への支持水準が一貫して高まるわけで

はないことが明らかとなった。情報提供は、市民の政策態度を単純に「賛成方向」に変化さ

せる手段とはならないのである。 

 
図 3-2-3-5: 情報提供の有無による支持水準の比較 

 
支持水準に関して情報提供が影響を及ぼしていないとしても、特定の属性に関して情報提

供を行うことで、市民に対して、当該属性を重視するように影響を及ぼすことは可能なので
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あろうか。すなわち、市民に対する情報提供を通じて、特定の属性を重視させるという意味

で、市民の評価軸に影響を及ぼすことは可能なのであろうか。 
分析の結果、基本的には、情報提供を通じて特定の属性を重視するように市民に対して影

響を及ぼすことはできないことが示された。確かに、UPZ 住人や施設使用年数といった生活

圏との関係が明確な、一部の属性については、それらの属性についての情報提供を受けるこ

とによって、市民が、当該属性により強く反応する傾向が示された。しかしながら、そうし

た影響が観察されたのは 13 個の属性のうち 2 個に過ぎず、それ以外の属性についての情報

提供が、市民の判断を有意に変化させる傾向は見いだされなかった。情報提供を受けること

によって、ごく一部の属性に関して、市民はその情報に関連する要因をより強く考慮する傾

向が見いだされたが、殆どの場合、情報提供は、市民の選好を有意に変化させるに至らなか

った。 
 
（3）総合的整理 
 本研究は以下の点を明らかにした。第一に、市民と専門家の間には、政策支持の水準その

ものよりも、評価に用いられる判断基準において重要な差異が存在する。第二に、市民の政

策選好は、専門的情報を一方的に提供するだけでは大きく変化せず、情報提供の効果は限定

的である。第三に、情報提供は、市民が特定の論点について考慮するきっかけを与える可能

性はあるものの、それが直ちに態度変容につながるとは限らない。 
 これらの知見は、原子燃料サイクル政策において、市民と専門家の評価軸の違いを前提と

したコミュニケーション設計や、単なる情報提供を超えた対話的な意思形成の仕組みが必要

であることを示唆している。 
 
3-2-4．AI との対話が人々の態度形成に及ぼす影響の分析 
 コンジョイント実験の結果を踏まえれば、知識の一方的伝達だけでは、市民の政策判断の

あり方を十分に変えることは困難であることが示唆される。そこで本研究においては、生成

AI を利用することで、市民が自らの考えを整理し、問い返しながら理解を深める AI との「相

互的な対話」に着目する。AI との対話は、高度な科学技術政策に関する市民の態度形成にど

のような影響を与えるのであろうか。 
本調査は、2025 年 9 月から 10 月にかけて実施した。調査対象は、日本に居住する 18 歳

から 69 歳までの一般市民であり、回答者は調査会社 PureSpectrum の提携モニタを通じて

募集した。サンプルは、性別、年齢、学歴、居住地域について、可能な限り国勢調査における

分布に近づくよう構成した。 
 調査では、回答者を三つの群に無作為に割り付けた。第一に、AI との対話を行う AI 対話

群（1,500 名）、第二に、他者の AI との対話内容を閲覧する AI チャット履歴閲覧群（1,500
名）、第三に、AI による介入を行わない統制群（600 名）である（図 3-2-4-1）。 
 AI 対話群では、回答者が AI と自由に対話を行い、地層処分に関する疑問や考えを提示し

ながら理解を深める機会を提供した。一方、AI チャット履歴閲覧群では、AI との直接的な対

話は行わず、AI 対話群の回答者が実際に行ったチャット履歴を閲覧するのみとした。この際、

原子力発電全般に対する賛否および原子力に関する主観的知識について、同一の回答を選択

していた AI 対話群の回答者を抽出し、その中から無作為に選んだ者のチャット履歴を表示す

ることで、閲覧内容と閲覧者の基本的な態度特性との対応関係を可能な限り揃える設計とし

た。 
 すべての群において、人口統計学的属性の質問、地層処分に関する基本的な情報提示、理

解度チェック、受入態度や確信度に関する質問を共通して実施し、その後の意見や態度の変

化を比較可能な形で測定した。これにより、情報量が概ね同程度である条件下において、AI
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との相互的な対話そのものが人々の態度形成にどのような影響を及ぼすのかを検証できる調

査設計とした。 

 
図 3-2-4-1: 研究デザインの概要 

 
統制群と処置群 1（AI 対話群）との比較については、すべての評価変数に関して、処置群

1 における AI との対話終了後の回答を用い、統制群の回答との間で平均値の差を比較した。

これにより、AI との対話を経た状態と、AI による介入を受けていない状態との間にどのよう

な差異が生じているかを検討した。 
 次に、処置群 1（AI 対話群）と処置群 2（AI チャット履歴閲覧群）との比較については、

対応の取れた回答者ペアを用いた差分比較を行った。具体的には、ペアとなった回答者間で

各変数の回答差を算出し、その平均との差を推定することで、両処置の効果を比較した。 
 この際、支持態度、態度の明確さ、判断の正しさに対する確信については、AI との対話ま

たはチャット履歴の閲覧を行う前後の変化量に着目し、各回答者について事前・事後の差分

を算出した上で、ペア間の差を比較した。一方、知識および政策への関心については、処置

前には測定を行っていなかったため、処置後の回答値そのものの差を用いて比較を行った。

以上のデザインにより、AI との対話がもたらす影響を、単なる情報接触の効果と区別しつつ、

態度水準および態度変化の双方の観点から検証した。 
 簡単に、今回提供された情報や AI との対話の概要についても述べる。まず、全ての群につ

いては、地層処分に関する基本情報が提供された。この情報は原子力工学の専門家から見て

十分に妥当な内容となるよう注意しつつも、一般市民に分かりやすいものとなるよう意を払

った。 
本研究における AI との対話は、特定の態度や結論へ回答者を誘導することを目的として設

計されたものではない。AI は、回答者が提示した疑問や意見に対して、共感的な応答を行い、

専門的内容を可能な限り分かりやすい表現で説明するとともに、関連する他の視点や立場の

存在を示し、回答者自身の主張や考えを整理することを主な役割とした。これにより、回答

者が自らの判断基準を言語化し、再考するための補助的な対話環境を提供することを意図し

た。 
 一方で、本研究で用いた AI は、主として原子力政策や原子力工学分野に関する公的文書や

学術的資料を基盤とする情報を参照しており、原子力政策に批判的な立場や反対運動に関す

る情報については、相対的に情報量が少ない可能性がある。そのため、対話内容が形式的に

は中立性を志向していたとしても、提示される情報の分布や強調点に一定の偏りが生じてい

る可能性は否定できない。 
 この点は、AI を用いた対話型手法を政策形成や市民参加の場に応用する際に留意すべき重

要な課題であり、今後は、参照情報の多様性やバランスの確保、対話設計における透明性の
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向上が求められる。 
本研究では、AI との対話や情報接触が市民の政策態度および判断のあり方に与える影響を

多面的に把握するため、複数の指標を設定した。主要な変数について簡単に説明を加えれば

以下の通りである。まず、受入態度については、高レベル放射性廃棄物の地層処分場が自ら

の居住自治体に建設されるという具体的な状況を想定した上で、その政策をどの程度支持す

るかを尋ねた。回答は、「全く支持しない」を 0、「非常に強く支持する」を 10 とする 11 段

階尺度で測定し、政策に対する支持の強さを連続的に把握できるように設計した。 
 態度の明確さは、政策に対する賛否の方向性そのものではなく、回答者自身が「自分がど

のような態度を持っているか」をどの程度自覚し、確信しているかを測定する指標として設

定した。具体的には、当該政策に対する自身の態度について、どの程度確信を持っているか

を尋ね、態度形成の確定度や内的一貫性を捉えることを目的とした。 
 主観的知識については、高レベル放射性廃棄物に関する知識水準を、客観テストではなく

自己評価によって測定した。回答者には、自身が当該テーマについてどの程度よく知ってい

ると感じているかを尋ね、「非常によく知っている」から「まったく知らない」までの選択肢

に加え、「わからない／答えられない」を設けた。この指標は、実際の知識量そのものよりも、

政策判断に際して本人が感じている理解度や自信の程度を把握することを意図している。 
 これらの指標を組み合わせることで、本研究では、政策に対する支持・不支持の水準だけ

でなく、判断の明確さや理解の主観的側面といった、態度形成に関わる様々な側面について

も検討を行った。 

 
図 3-2-4-2: 実験結果 

 
 それでは実験の結果について報告する（図 3-2-4-2）。まず、政策に対する受入態度につい

て、AI 対話群は、AI 介入を行わない統制群と比較して、全体として態度が改善する傾向を示

した。また、AI 対話群は、他者の AI チャット履歴を閲覧するのみの群と比較しても、より

一貫して肯定的な変化を示した。このことは、政策に関する情報量を単に増やすことよりも、

参加者自身が問いを立て、応答を受け取りながら考える相互的な対話の過程が、態度形成に

重要な役割を果たしている可能性を示唆している。 
 次に、政策に対する態度の明確さや、判断の正しさに対する確信についても、AI 対話群に

おいて一貫した改善が確認された。AI との対話を通じて、参加者は自らの考えを言語化し、

整理し直す機会を得ることで、「自分が何を根拠に判断しているのか」をより明確に認識する

ようになったと考えられる。 
 主観的知識や政策への関心についても、AI 対話群は一定の改善を示したが、他者のチャッ
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ト履歴を閲覧する群との比較においては、知識に関しては有意な差が見られない場合もあっ

た。この結果は、AI 対話の効果が、必ずしも知識量の増加に限定されるものではなく、むし

ろ情報の意味づけや理解の整理といった認知的プロセスに作用している可能性を示している。 
 本研究では、AI 対話が市民の態度形成に及ぼす影響を実験的に検証した。その結果、AI 対
話群と AI チャット履歴閲覧群では、接触する情報量は概ね同程度であるにもかかわらず、AI
対話群の方が、態度の改善、態度の明確化、判断への確信といった点で、より広範な改善を

示した。このことから、AI との相互的な対話が、市民の政策態度形成に与える影響を考える

上で、対話的相互作用そのものが重要であることが示唆された。 
 
（２）自然科学グループ 
 
3-2-5．原子燃料サイクルオプションの検討 
(1) 検討方針 

市民との対話、すなわち、「サイエンスコミュニケーション」や「リスクコミュニケーショ

ン」の発端は 1980 年代、英国を中心に発展した「科学技術の公衆理解」（PUS: Public 
Understanding of Science）に始まる。1990 年代には、このような活動に対し、一般市民を

学的知識の欠如した存在として認識した一方的な情報伝達（「欠如モデル」(Deficit model)）
であるとして、Brain Wynne らにより批判されることとなり、リスクコミュニケーションが

一方的な教育や宣伝であってはならないとする現在の流れを作ることとなった。また、2000
年に行われた OECD の化学物質管理のリスクコミュニケーションに関するワークショップ

では、その最終目標は、専門知識、合理的マネージメント戦略、「公衆の好み（Preference）」
の一致であると結論づけられた。 

原子燃料サイクルオプションの選定においても、本着眼点は非常に重要である一方で、原

子力発電を含む原子燃料サイクルの広範さ、複雑さから、公衆の好みをすくい上げることが

より困難になっている。すなわち、ウラン資源の制約、複数の原子炉の特徴、使用済み燃料

の再処理、高レベル廃棄物の地層処分など、非常に多くの技術要素があることから、市民に

伝えることを困難と感じ、欠如モデルに陥りやすい。 
そこで、自然科学グループでは、以下の３点によりこの困難を回避し、市民の選考を浮き

上がらせる工夫を行った。 
① 技術情報を含まず、サイクル全体の性能のみを評価属性として提示する。 
② 調査手法として、感度の高いコンジョイント手法を採用する。 
③ 範囲の広い原子炉と核燃料サイクルの組み合わせを扱い、核燃料サイクルオプション

間の差を大きくとる。 
以下では、まず、(2)で、①の評価属性の設定について述べる。この設定に基づいて、本プ

ロジェクトにおいて 3-2-3 節で述べたコンジョイント実験が行われた。次に、(3)で、③にお

いて設定した原子炉と核燃料サイクルの組み合わせを述べるとともに、(4)でこれらの組み合

わせに対して、評価属性の数値を与える。 
 
(2) 評価属性の設定 
 評価属性の設定にあたっては、まず、それらが「ステークホルダーのニーズ」に対応して

いるか検討する必要がある。ステークホルダーとして、政府関係、電気事業者、メーカ、大

学・研究所などの比較的専門性の高い集団があると同時に、立地地域住民、電力消費者など

の専門的な知識を有さない集団が存在する。したがって、両者に共通的なニーズの表現方法

が必要である。このような表現方法として、なるべく、後者の集団に直接関係のあるものが

適切であろう。例えば、原子力施設の経済性の表現として、原子炉の建設単価(数千億円/１基)
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があり、非常に高額な印象を受けるが、同時に発電量も膨大であるため、市民向けには適切

な表現ではない。発電単価（円/kWh）あるいは、一カ月の世帯当たりの電気料金に換算して

表現するべきである。また、ステークホルダーのニーズは可能な限り多面的でなければなら

ない。例えば、安全性や経済性は重要であるが、一部のステークホルダーには環境負荷や政

策の決定過程が重要かもしれず、これらを単一に表現することは困難である。 
以上の方針に基づいて、表 3-2-5-1 に示す 6 属性 13 項目の評価属性を選定した。合わせて、

コンジョイント実験に適した 3 つ程度の選択肢を設定した。コンジョイント実験に用いる各

属性は、基本的に３段階の選択肢を設定し、ステークホルダーの選好差を明確に検出できる

ようにしている。 
安全性における過酷事故発生確率は、規制委目標（0.3%/炉年）や IAEA 目標、過去実績を

踏まえて最小 0.1%、中間 1%、最大 10%とした。UPZ 内住民数は、既存大規模原発事例や

SMR 開発動向から 1 万人・10 万人・100 万人を設定した。 
経済性における電気料金は現行の約 20 円/kWh を基準に、将来技術でのコスト上昇を想定

して 7,500 円、10,000 円、15,000 円／世帯・月とした。 
環境負荷指標では、地層処分の安全評価結果を基に被ばく量を 0.01、0.1、1.0 mSv/年の３

水準、処分場使用可能年数を 10 年、50 年、300 年、高レベル廃棄物体積を 1 m³、100 m³、
10,000 m³と設定した。加えて、廃棄物の低レベル化期間は 50 年、300 年、10 万年、資源可

採年数は 100 年、1,000 年、1 万年の３段階で評価する。 
技術実現性については、実用化期間を 10 年、30 年、50 年、開発費用を 1,000 億円、1 兆

円、10 兆円の３水準とした。最後に、方針決定優先者、運転撤回可能性、廃棄物回収可能性

も設定し、政策柔軟性と回収制度の継続性を評価できるようにした。本プロジェクトで行っ

たコンジョイント実験はこの表をもとに設計している。 
 
表 3-2-5-1 コンジョイント実験に用いた 6 属性 13 項目 
属性 選択肢 選択肢の設定方法 
安全性にかかわる属性 
原子炉 30 基を

100 年動かし

た場合の過酷

事故の発生確

率  (過酷事故

例：福島原発事

故) 

{0.1%, 1%, 
10%} 

・国内では今世紀中 30 基程度の原子炉を使うことを

想定した。 
・原子力規制委員会の Cs 多量放出頻度目標である

1E-6/炉年は 0.3%に相当(1E-6*30*100)することか

ら、最小値を 0.1%とした。 
・IAEA 目標は 1E-5/炉年であり、これは 3%に相当

する。 
・世界で過去に３件の過酷事故が起こっており、ここ

から推測される値は 60%程度である。  (2.1E-
4*30*100, IEEJ, 
https://eneken.ieej.or.jp/data/6276.pdf )。ここに、技

術の進歩を加味して、最大値を 10%とした。 
原子力施設の

緊急時区域*の
住人 
* 緊急時区 域

(UPZ)=上記の

過酷事故が発

{1、10、100 }
万人 
 

・UPZ（Urgent Protective action planning Zone：
緊急防護措置を準備する区域）は 30km 範囲が目安

とされている。これは、概ね１～２県に跨る。 
・例えば、東海原発で東海村人口は 3.7 万、水戸市

26.7 万人, 茨城県は 287 万人。 
・国内ではサイトによるがおおむね 10～100 万人程

https://eneken.ieej.or.jp/data/6276.pdf
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生したした場

合に避難・屋内

退避する区域) 

度である。そこで、100 万人を最大値とした。 
・小型炉では、小さな UPZ を目指して開発されてい

ることから、数集落を想定し、１万人を最小値とし

た。 
経済性 
電気料金 
* 目 安 は

7,000¥/世帯月

程度 

{7,500, 
10,000, 
15,000} ¥/
世帯月 

・現状の単価は送電量をふくめて 20¥/kWh 程度であ

る。 
・将来技術では、単価が上昇することを見込み、

20¥/kWh を最小値とした。 
・SrCs の分離変換や、安全性の極めて高い小型炉な

どでは、発電原価が最大＋20¥/kWh されることを仮

定し、最大値を 40¥/kWh とした。 
・月の電気料金は、20, 30, 40¥/kWh と、360kWh/
月/世帯から設定した。 

環境負荷 
処分場周辺の

将来世代に及

ぼす見込みが

高い被ばく量 
*自然放射能は

2.1mSv/年 

{0.01, 0.1, 
1} (mSv/年)  

・地層処分の安全評価における地下水シナリオの結

果を将来世代の被ばくとみなす。 
・日本の地層処分では、基準シナリオで 0.01mSv/年、

変動シナリオで 0.3mSv/年以下を目安に設計されて

いる。また、諸外国では 0.1~0.3 mSv/年を設計地と

している。以上から、1mSv/年を最大値とする。 
・分離変換技術によって、I129、Cs135 などを含む

LLFP が核変換された場合、1/10～1/100 になる可能

性があるため、最小値を 0.01mSv/年とした。 
１つの処分場

の使用可能年

数 

｛ 10, 50, 
300} 年 

・六ヶ所再処理工場で再処理総量を 32,000tHM に対

応して１処分場の面積を仮定する。（おおよそ、2km2/
サイト） 
・これは、軽水炉 30 基、50 年運転に相当するので、

標準的な使用可能年数を 50 年とする。 
・直接処分では処分場面積が数倍になるため、50 年

よりも短くなることを想定し、10 年を最小値とした。 
・分離変換の導入により必要な処分場面積が数分の

１になる可能性があるため、300 年を最大値とした。 
高レベル放射

性廃棄物*の体

積 
* 原子炉 30
基を 100 年動

かした場合の、

高い放射能を

持ち長期間隔

離する必要が

あるもの 

｛1, 100, 1
万} (m3/100
年) 

・原子炉 30 基 100 年運転では、6 万トンの使用済み

燃料が発生する。これは、150L の高レベル放射性廃

棄物（ガラス固化体）が 7.5 万本に相当し、1 万 m3/100
年の発生量となる。これを最大値とする。 
・MA、SrCs の核変換により、高レベル放射性廃棄物

とは見なせなくなる可能性があるため、最小値を1m3

とする。 
（注：最小値を０とすると、対数内挿できなくなるた

め、正の値を設定した。） 
・参考情報：非放射能の産廃で近いものとして、遮断

型処分場の処理量は 4500m3/年、すなわち、45 万
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m3/100 年（https://www.nippo.co.jp/98s4_1.htm）  
高レベル放射

性廃棄物が低

レベル化する

のに必要な期

間 

｛50, 300,  
10 万} 年 

・天然ウランの潜在的放射性毒性を下回るのに必要

な期間を、低レベル化に必要な期間と言い換える。 
・軽水炉直接処分では、10 万年である。 
・MA 核変換によってアクチノイドの寄与がなくな

り、300 年以下となる。 
・FP の中で支配的な Sr90 と Cs137 の核変換を実施

するのに必要な期間を 50 年とし、これを最小値とす

る。 
資源・電力供給安定性 
資源の可採年

数 
｛ 100, 
1000,  
1 万} 年 

・現行技術ではウラン資源の可採年数が 135 年

(Uranium 2020, OECD/NEA)と評価されているた

め、最小値を 100 年とした。 
・増殖炉では 100 倍のウラン利用効率となるため、1
万年を最大値とした。 
・海水ウラン技術では事実上無尽蔵だが、1 万年以上

は有意ではないと考え、最大値としない。 
技術的実現性 
実現までにか

かる期間 
{10, 30, 50} 
年 

・革新炉は 2040～2050 年実用化目標が多い (20~30
年後) 
・次世代再処理は 2050～2060 年(30～40 年後） 
・SrCs 核変換などの TRL１～３のものは、50 年と

仮定。 
・これらを参考に 10～50 年と設定した。 

実現までにか

かる国が負担

する開発費用 
例：もんじゅ関

連費１兆円 

{1000 億, 1
兆 , 10 兆 } 
円   

・もんじゅ関連費 1 兆円、ボーイング 787 型 10 年 4
兆円である。将来技術の実用化にはもんじゅ以上の

費用が掛かる可能性があるため、10 兆円とした。 
・現行技術に近いものについては、年間の JAEA の

開発予算 1400 億円を参考に、1000 億以下と推測し、

最小値を 1000 億円とした。 
決定過程 
原子力施設の

方針決定にお

いて最優先さ

れた意見 

{国会、関連

省庁、立地

自治体、住

民、電力会

社｝ 

・考えられるステークホルダーを列記した。 

原子力施設運

転の撤回 
{運転開始ま

では中止で

きる , 建設

開始までは

中止できる, 
方針決定後

は中止でき

ない} 

・処分における可逆性（Reversibility)に関連する項

目を原子力施設全般に拡張した。 
・国は地層処分を進めると同時に、それを変更不能な

ものとせず、分離変換技術などの代替処分技術の調

査研究を進めることとしている。（総合資源エネルギ

ー調査会放射性廃棄物 WG 第１６回会合資料１） 
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処分場からの

放射性廃棄物

の回収 

{回収できな

い , 埋設を

終えるまで

可能(50 年), 
1000 年 可

能} 

・処分における回収可能性（Retrievability）に関連

する項目 
・NUMO は、特定放射性廃棄物が最終処分施設に搬

入された後においても、安全な管理が合理的に継続

される範囲内で、最終処分施設の閉鎖までの間の廃

棄物の搬出の可能性（回収可能性）を確保する。閉鎖

までの期間は 50 年以上。 
・高レベル放射性廃棄物の容器（オーバーパック）の

腐食に対する寿命は 1000 年と評価されている。その

間であれば、ガラス固化体は健全で、再掘削可能であ

ると仮定し、最大値を 1000 年とした。 
 
(3) サイクルオプションの選定 

サイクルオプションの選定では、前節で示した属性がなるべく広い範囲で変動するように

することが必要となる。 
属性の内、安全性（過酷事故確率、UPZ 住人数）については、規制要求に大きく依存する。

過酷事故確率について、高温ガス炉を除いて、規制要件以上を目指す炉概念は見当たらない。

UPZ（緊急時防護措置を準備する区域）は、国内発電炉において概ね施設を中心に半径 30km
の領域に設定されているが、近年開発が進められている高温ガス炉では、これをサイト内な

どに縮小する設計が目指されている。我が国における採否は不明であるが、もし成功すれば

UPZ 内住人数を大きく縮小できる。そのため、高温ガス炉を含むサイクルをオプションに追

加する。 
経済性（電気料金）が最も安価になる燃料サイクルは、ワンススルーサイクルであると考

えられる。これは、軽水炉でウラン燃料のみを用いて発電し、使用済み燃料を直接処分する

サイクルである。そのため、ワンススルーサイクルをオプションに追加する。その他のより

高度な将来技術を備えた核燃料サイクルは、一般に電気料金を高くする傾向にある。 
環境負荷（処分場被ばく、処分場使用年数、HLW 体積）はサイクルオプションによって大

きく異なり、ワンススルーサイクルの負荷が最大となる。一方、軽水炉使用済み燃料の再処

理を行うことで環境負荷を下げることができる。MA の分離変換技術を導入することにより、

さらに負荷を低減することができる。究極的には、半減期が 30 年であり、高放射能を有する

Sr と Cs を核変換することで、HLW として見なせない廃棄体にすることが可能となる。これ

らを勘案し、再処理、MA 分離変換、SrCs 分離変換の３つのサイクルオプションを考慮する。

MA の核変換技術には、高速増殖炉を用いる方式と加速器駆動システム(ADS)を用いる方式

があるため双方を考慮する。 
供給安定性（ウラン資源可採年数）は、軽水炉ワンススルーが最も悪く、これに再処理と

プルサーマル発電を適用することで若干改善する。一方、高速増殖炉の導入により、ウラン

の利用率は 100 倍以上になるため、事実上、資源制約が無視できるようになる。そのため、

高速増殖炉のサイクルオプションを追加する。高速増殖炉としては、性能及び技術開発段階

の異なる水冷却型とナトリウム冷却型があるため双方を考慮する。 
技術実現性（開発期間、開発費用）については、すでに実用化されている軽水炉および軽

水炉再処理技術ではゼロになるが、高速増殖炉や分離変換技術については、数十年および 1
兆円以上になることも考えられる。 

決定過程（優先された意見、撤回可能性、回収可能性）のうち、ステークホルダーのうち優

先された意見と、方針の撤回可能性については、サイクルオプションに依存しない。廃棄物

の回収可能性については、処分場の設計に依存するが、最も大きな廃棄体となるワンススル
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ーサイクルにおいても、回収可能な設計は可能であると考えられる。そのため、回収可能性

についてもサイクル間で差はないと考えられる。 
以上の検討に基づき、サイクルオプションとして、表 3-2-5-2 の 8 オプションを選択した。 

 
表 3-2-5-2 選定したサイクルオプション 

番号 サイクルオプション 概要 
1 軽水炉ワンススルー ウラン燃料のみで軽水炉を運転し、使用済み燃料を直

接処分する。 
2 軽水炉プルサーマル 軽水炉使用済み燃料を再処理し、回収したプルトニウ

ムをプルサーマル燃料として使用する。プルサーマル

使用済み燃料は長期貯蔵する。 
3 高温ガス炉 ウラン燃料で高温ガス炉を運転し、使用済み燃料を再

処理しプルトニウムを高温ガス炉で一回利用する。そ

の後のプルトニウム使用済み燃料は長期貯蔵する。 
4 水冷却高速炉(MA 核

変換なし) 
水冷却の高速増殖炉サイクルに移行する。マイナーア

クチノイド（MA）の回収は行わず、核分裂生成物（FP）
とともに処分する。 

5 高速増殖炉(核変換な

し) 
ナトリウム冷却の高速増殖炉サイクルに移行する。マ

イナーアクチノイド（MA）の回収は行わず、核分裂生

成物（FP）とともに処分する。 
6 高速増殖炉(MA 核変

換) 
高速増殖炉から発生する MOX 使用済み燃料を再処理

し、MA を Pu とともに回収する。MA は高速増殖炉

で燃料として用い、処分しない。 
7 高速増殖炉(核変換な

し)+ADS 
高速増殖炉から発生する MOX 使用済み燃料を再処理

し、MA を Pu とともに回収する。MA は ADS で核変

換し、処分しない。 
8 高 速 増 殖 炉 (MA, 

SrCs 核変換) 
高速増殖炉（MA 核変換）に加えて、Sr と Cs も回収

し、加速器を用いて核変換する。廃棄物中に高発熱の

元素は含まれず、高レベル放射性廃棄物は発生しない。 
 
(4) サイクルオプションの評価 
 前節で選定したサイクルオプションに対し、6 属性 13 項目の評価を行った（表 3-2-5-3）。
詳細を以下に示す。 
 
(4-1) 安全性  
 原子炉過酷事故発生確率は、原子力規制委員会の Cs 多量放出頻度目標 10-6 回/炉年から算

出する。軽水炉、高速増殖炉ではこの目標が設計目標値として採用されている。これらの原

子炉は全て 1GWe 程度の出力を有することから、 10-6 回 / 炉年 ×30 炉 ×100 年

=0.3 %/30GWe/100 年である。一方、高温ガス炉では、10-8 回/炉年以下で発生するいかなる

事象に対しても、多量の放射性物質が放出されない設計思想を取っているため、10-8 回/炉年

を発生確率とみなす。高温ガス炉の炉心出力は 0.3 GWe 程度なので、10-8 回 /炉年

×30/0.3×100=0.01 %/30GWe/100 年である。 
 UPZ（緊急防護措置を準備する区域）は、IAEA により 1 GW を超える原子炉では 5～30 
km 圏内となっている。日本においては、一般に 30 km となっており、その内部の住人数は
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平均して 30 万人程度である。そのため、軽水炉および高速炉においては、この値を採用する。

一方、高温ガス炉に対しては、これをサイト内などに縮小する設計が目指されている。我が

国における採否は不明であるが、もし成功すれば UPZ 内住人数を大きく縮小できる。ここで

は、高温ガス炉において UPZ を 5 km 圏内にできると仮定して、1 万人を設定した。5 km は

IAEA における 100 MW 以下の原子炉に対する目安値である。高温ガス炉の熱出力は 600 
MW であるが、高い安全性を勘案し、この値を仮定した。 
 
(4-2) 経済性  
電気料金は、原子力による発電単価に送電単価(10 ¥/kWh)を加えて、360kWh/月/世帯を乗

じることで算出した。発電単価は文献をもとに定めたが、文献ごとに評価年が異なるため、

3%の割引率を仮定して、2023 年時点に調整した。例えば、2013 年の評価であれば、

(1.03)^10=1.34 倍の補正を行う。 
軽水炉プルサーマルの発電単価は、文献[1]より 12.9 ¥/kWh とした。文献[2]より、軽水炉

ワンススルーは軽水炉プルサーマルのよりも 0.825 ¥/kWh 安価である。これを現在価値換算

（1.4 ¥/kWh）して、軽水炉ワンススルーの発電単価を 11.5 ¥/kWh とする。高温ガス炉の発

電単価は、文献[3]より 8.4 ¥/kWh とした。水冷却高速炉は、これまでに評価例がないが、サ

イクルの構成要素として軽水炉プルサーマル(12.9 ¥/kWh)が最も近いと考えられるので、同

じ単価を採用した。酸化物燃料高速炉は、文献[4]の中位価格より換算して 7.5¥/kWh、高速

炉(MA 核変換)の場合は、7.8 ¥/kWh とした。高速炉の ADS を付与した場合は同文献より 8.1 
¥/kWh とした。SrCs の核変換については、2.1 節の評価により、1.2 ¥/kWh の追加費用が発

生するとし、9.3 ¥/kWh とした。 
 
[1] 「総合資源エネルギー 調査会発電コスト 検証 ワーキンググルー プ 第 ３回会合資料 
２」発電コスト検証ＷＧ【 原子力】令和６年 10 月 18 日資源エネルギー庁 
[2] 内閣府原子力委員会技術検討小委員会, 内閣府 原子力委員会 技術検討小委員会資料

集, 内閣府原子力委員会技術検討小委員会, 2004. 
[3] 深谷裕司, 商用高温ガス炉発電原価の再評価, 日本原子力学会和文論文誌, 2022. 
[4] 西原健司, “核変換を導入した燃料サイクルの多面的評価,” JAEA, 2015. 
 
(4-3) 環境負荷 
 処分場被ばく線量は、高レベル放射性廃棄物を地層処分したのち、遠い将来において地下

水経由で地表環境に放出され、周辺住民に及ぼす線量として評価される。日本においては 0.3 
mSv/年が地層処分設計上の目標値とみなされている。そのため、軽水炉ワンススルー、プル

サーマル、そのほか核変換を含まないサイクルオプションについては、0.3 mSv/年を処分場

被ばく線量とみなす。一般に、処分場被ばく線量に最も大きな寄与を示す放射性物質は、I129
をはじめとする LLFP（長寿命核分裂生成物）核種であるが、これらを全て核変換すること

は技術的に困難であり、LLFP 核変換はサイクルオプションに含まれていない。そのため、

全てのオプションにおいて処分場被ばくは同じ値となる。 
 処分場使用年数は、一定の面積を持つ地層処分場を想定し、その処分場が満杯になるのに

かかる年数で評価した。この処分場として、文献[5]で検討された 4 万本のガラス固化体を処

分する概念を採用した。サイクルオプション 2～8 については文献[6]をもとに 30GWe の発

電量から発生する廃棄体数を評価し、4 万本をこの廃棄体本数で除することで、年数を評価

した。サイクルオプション 1（ワンススルー）については、文献[7]より軽水炉プルサーマル

に比べて 2.8 倍の面積を占有することを読み取り、評価した。サイクルオプション 8（SrCs
核変換）については、MA および SrCs の核変換によって、高い放射能を有する物質がなくな
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るため、ゼロとみなすことができる。ただし、コンジョイント実験における最低値は 1 m3と

設定したため、この値を採用する。 
 低レベル化にかかる期間を、軽水炉で発電した際に、もともと必要となったウラン鉱石の

潜在的放射性毒性を下回る期間と定義する。文献[8]から、軽水炉ワンススルーでは 10 万年、

再処理シナリオでは、1 万年程度である。MA の核変換によってこの期間は約 300 年となる。

さらに Sr、Cs を核変換することで 50 年程度になると推定される。 
 
[5] わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性—地層処分研究開発第 2
次取りまとめ— (2000) 
[6] JAEA-Review 2008-074 Table 2-4 
[7] https://www.aec.go.jp/kaigi/senmon/hatukaku/siryo09/2_sankou.pdf 
[8] JAEA-Data/Code 2010-012 
 
(4-4) 供給安定性 
 資源可採年数は天然ウランを採掘可能な年数である。軽水炉ワンススルーの場合、文献[10]
から 135 年と評価されている。軽水炉プルサーマルや高温ガス炉では、20%程度のウラン節

約効果があるため、160 年と評価される。サイクルオプション 5～8 では、ウランからプルト

ニウムへの増殖が可能であり、およそ 100 倍のウラン利用効率となるため、1 万年を可採年

数とした。 
 
(4-5) 技術実現性 
 技術実現性は、開発期間と開発費用で定義される。軽水炉ワンススルーおよびプルサーマ

ルについては、すでに実用化しているため、期間・費用ともにゼロである。サイクルオプシ

ョン 3～8 は 2.2 節での評価値を採用した。 
 
(4-6) 決定過程 
決定過程については、サイクルオプション間の差がないと考えられるため、一律、該当な

しとした。 
 
(5) コンジョイント実験の結果を受けての制約と課題の抽出 
 コンジョイント実験を受けて、各サイクルの評価が被験者毎に特徴のある結果が得られた。

本結果は、政策実装 Gr の開催したシンポジウムで発表し、会場からの意見を受けたが、被験

者の選好がどの項目に感度があり、結果として原子燃料サイクルの総合評価ができるものの、

市民の要求から新たな原子燃料サイクルを構築できるかという問いには十分にこたえられな

かった。この点が本事業において開発した手法の制約であり、この点を解決するためには、

方向性は異なるが、原子燃料サイクルの代表オプションを選定する透明性の高い第三者機関

の設立と、この結果を受けての政策実装の具体化が課題である。 
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表 3-2-5-3 選定したサイクルオプションの評価結果 
  1 2 3 4 5 6 7 8 
属性 項目 軽 水 炉 ワ

ン ス ス ル

ー 

軽 水 炉 プ

ル サ ー マ

ル 

高 温 ガ ス

炉 
水 冷 却 高

速炉 
酸 化 物 高

速増殖炉 
酸 化 物 高

速 増 殖 炉

(MA 核変

換） 

酸 化 物 高

速 増 殖 炉

＋ADS 

高速増殖炉

(MA 核 変

換)+SrCs 核

変換 

安全

性 

過 酷 事 故 確 率

(/30GWe/100 年) 
0.30% 0.30% 0.01% 0.30% 0.30% 0.30% 0.30% 0.30% 

UPZ 住人 300,000 300,000 10,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 
経済

性 
電気料金 (¥/世帯

月) 
7,700 8,200 6,600 8,200 6,300 6,400 6,500 6,900 

環境

負荷 

処 分 場 被 ば く

(mSv/year) 
0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 

処分場使用年数   20 50 50 70 70 80 80 250 
HLW体積(m3/100
年) 

40,000 11,000 11,000 8,200 8,200 7,900 7,900 1 

低レベル化期間 100,000 10,000 10,000 10,000 10,000 300 300 50 
供給

安定 
資源可採年数 135 160 160 10,000  10,000  10,000  10,000  10,000  

技術

実現

性 

開発期間 0 0 13 9 26 26 30 30 
開発費用（億円） 0 0 3,350 45 6,500 6,600 9,500 10,500 

決定

過程 

優先された意見 NA NA NA NA NA NA NA NA 
撤回可能性 NA NA NA NA NA NA NA NA 
回収可能性 NA NA NA NA NA NA NA NA 
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3-2-6．技術・経済性の評価、ロードマップ作成 
(1) 経済性の評価データベースの構築 

3-2-5-4 節で述べたサイクルオプションの評価の基となる、経済性データベースの整備を行

った。データベース作成に当たり、評価された年代の違いによる物価変動の影響を補正する

ために、エスカレーション補正を行った。補正は評価時点から 2022 年に達するまで毎年 3%
の物価上昇が起こると仮定して行った。補正は評価時点から 2022 年に達するまで毎年 3%の

物価上昇が起こると仮定して行った。また、国際データベースは＄建てで評価されているた

め、一律、150 円/$として円換算を行った。 
 資源～濃縮工程として、従来ウラン、海水ウラン、劣化ウラン、回収ウラン、回収 MOX、

精錬、転換、濃縮、再転換、燃料製造工程として U 燃料、金属燃料、MOX 燃料、MA 燃料

（ADS 用）、Sr-Cs ターゲット、発電工程として、軽水炉（U 燃料、MOX 燃料）、高温ガス

炉（U 燃料、MOX 燃料）、高速炉（金属燃料、MOX 燃料）、低減速軽水炉、中間貯蔵、再処

理工程として、PUREX 法、金属燃料再処理、先進湿式再処理、MA 燃料再処理、Sr-Cs ター

ゲット再処理、処分・保管として、地層処分（再処理後、直接処分）、長期保管、加速器核変

換工程として、階層型核変換システム、Sr-Cs 核変換システムと原子燃料サイクルを構成す

る要素について、包括的な単価データベースを整備した。 
一般的に、これらの評価には評価者のバイアスが含まれている。一例として、MOX 燃料高

速炉の発電原価は 2.7～18.1 円/kWh と非常に広い範囲となっているが、これは、積み上げ

方式の原価と、開発目標の原価が混在しているためである。そこで、本事業では、各評価の

設定根拠を確認し、表 3-2-6-1 に示す原価を採用した。 
 
表 3-2-6-1 本研究における発電原価の採用値  
炉型 軽水炉 プルサーマ

ル軽水炉 
低減速軽水

炉 
高速炉 高温ガス炉 

発電原価 
(円/kWh) 

11.5 12.9 12.9 7.5 8.4 

 
(2) 技術評価データベースの構築とロードマップの作製 

各要素技術が社会実装レベルに達するまでの、期間と費用を評価する。そのために、期間・

費用の基準となる TRL(Technology Readiness Level)を評価する。TRL は技術開発がどの段

階まで進捗したかを把握するための尺度であり、1980 年代に米国 NASA によって開発され

た手法である。その後、IAEA、仏国 CEA、日本の高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ

等でも原子力分野に TRL を適用してきた。 
上述の定義と考え方に従い、各既存の要素技術、革新技術の TRL とその根拠を整理し、お

およその開発費用と開発期間とともに纏めた。 
 
(2-1) マトリクス表の作成 
まず、各サイクルオプションに対し、既存の技術も含め、必要な技術を整理し、革新技術

がある場合には、文献調査結果の結果を踏まえて、開発課題の抽出及び開発項目を整理した。

TRL については、サイクル全般を考慮するのではなく、要素技術単体に着目して検討した。 
 
(2-2) TLR9 とするための開発期間、開発費用の概略評価 

前項で作成したマトリクスの TRL を元に、TRL9 に到達するまで（TRL8 を完了するまで）

に要する開発期間、開発費用の概略評価を行う。評価においては、各要素技術はそれらに設

定された TRL に丁度到達した段階と仮定し、TRL や単価等に範囲があることなどを考慮し
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て開発期間、開発費用の最小値の概略評価を行った。 
 
(2-3) TRL8 までの開発費用、開発期間の参考とするモデルの設定 

新しい技術を TRL9 まで開発完了するために必要な開発費用及び開発期間の一般的な参考

モデルを設定する。まずは各 TRL での一般的な実施内容や評価対象を整理した。これを元に、

規模の違いを考慮して発電炉及び地層処分と、それ以外の核燃料サイクル施設とで別々にモ

デルを設定した。 
 
(2-4) モデル比の設定 
各要素技術において、モデルとの比率（モデル比）を設定し、要素技術の TRL に対応する

開発期間、開発費用にモデル比を乗じて必要な開発期間、開発費用を評価する。モデル比は、

実証施設の建設費の情報がある場合は、モデルにおける TRL7 の実証施設建設費用との比を

用いる。実証施設の情報がなく、商用施設の情報がある場合は、商用施設の建設費から実証

施設の建設費を設定する。商用施設から実証施設の建設費を設定するときは、基本的に生産

量を 1/100（地層処分のみ 1/1000）とし、0.6 乗則を用いる（すなわち、1/100 の場合は約

0.063、1/1000 の場合は約 0.016 を乗じる）。実証施設又は商用施設の情報がない場合は、発

電原価単価比からモデルとの比率を計算した。 
 結果を、表 3-2-6-2 にまとめる。このように、要素技術ごとの TRL および、社会実装まで

必要な期間と費用をつまり、ロードマップを求めることができた。 
 
表 3-2-6-2  各要素技術の TRL と社会実装までのロードマップ（期間・費用） 
分野 要素技術 TRL 開発費用(億円) 開発期間(年) 
資源  従来型ウラン 9 - - 

海水ウラン 6 557 12 
劣化ウラン 9 - - 
回収ウラン 9 - - 
回収MOX 9 - - 

精錬 従来型精錬 9 - - 
転換 従来型転換 9 - - 
再転換 従来型再転換 9 - - 
成形加工 UO₂燃料 9 - - 

金属燃料 4 24 1 
MOX燃料 9 - - 
MA含有燃料 3 100 6 

原子炉 軽水炉 UO₂燃料炉心 9 - - 
軽水炉MOX燃料炉心 9 - - 
高温ガス炉 UO₂燃料炉心 7 3,350 13 
高温ガス炉MOX 燃料炉心 6 3,384 17 
高速炉MOX燃料炉心 7-8 64 13 
高速炉金属燃料炉心 6-7 6,452 26 
減速軽水炉MOX 燃料炉心 8 45 9 

中間貯蔵 集中中間貯蔵(乾式) 9 - - 
再処理 PUREX 9 - - 

金属燃料再処理 7 46 2 
先進湿式再処理 3 37 3 
MA含有燃料燃料再処理 3 117 12 

地層処分 ガラス固化体 6 731 4 
使用済燃料 7 1,345 5 

地上保管 長期保管 9 - - 
群分離 3 225 16 
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階層型核変
換システム 

MA燃料製造 3 100 16 
ADS 4 141 10 
MA燃料再処理 3 177 12 

Sr-Cs核変
換 

Sr-Cs元素分離 3 225 16 
同位体分離 1-2 225 16 
ブランケット製造 1 100 7 
Sr-Cs核変換 1-2 233 17 
ブランケット再処理 1 177 13 

 
3-2-7．高レベル廃棄物を無くすための検討 
(1) システム検討 

Sr と Cs の核変換により、高レベル廃棄物を無くすサイクルオプションに関する技術検討

を行い、最終的な処理量の評価を行った。概念止まりだった高レベル廃棄物を発生させない

原子燃料サイクルオプションのプロセスの具体化に成功した。今後はこの概念を発展させ、

採否技術の成立性や経済性評価に関する解像度を上げていく予定である。 
 
(2) 法的検討 

高レベル廃棄物を無くすオプションに関する法的検討を行った。(1)で検討したシステムに

より、Sr-90、Cs-137、および MA に起因する放射能が大幅に低減したガラス固化体が発生す

る。このガラス固化体は従来の高レベル廃棄物と同様の地層処分の対象にすることは過剰で

あると考えられるため、より安価な処分方法の適用可能性を国内外の法的な基準から検討す

るとともに、法令等への対応案について検討を加えた。 
 
3-2-8．原子力政策を読み解くためのコミュニケーションツール開発 

原子燃料サイクルオプションを要素技術から学べるよう、要素技術から自ら、原子燃料サ

イクルを構築できる原子力技術トレーディングカードの作成を行った。このカードゲームは、

原子力機構の夏期休暇実習制度を利用し、募集した 7 名の学生を対象に、R5 年９月１９日、

２０日の２日間をもって実習を実施している。ゲームの中で実習に参加した学生にアンケー

ト調査を行ったところ、原子燃料サイクルが、技術だけでは決まらないこと、選ぶ人の選好

も重要であることが理解でき、技術が重要だという意見から、関係省庁の理解、事業者の理

解が重要との意見の変化がみられている。今後、本活動をさらに普及すべく、英語版の開発

を行い、今後の海外展開に備えた。 
 
（３）政策実装グループ 
 
3-2-9．実務家とのネットワーク強化構築や政策ニーズの吸い上げ 

本プロジェクトでは、研究成果を一方向的に提示するにとどまらず、原子燃料サイクル政

策および原子力政策の形成・実装に関与してきた実務家や有識者との継続的な意見交換を通

じて、ネットワークの強化、本プロジェクトの成果に対する実務的なフィードバックの獲得、

ならびに政策ニーズの把握を行った。 
 まず令和 5 年度には、原子力政策および放射性廃棄物政策に関与する環境省職員との間で、

本プロジェクトの中間的な成果を共有しつつ、意見交換を実施した。意見交換の場では、特

にコンジョイント実験を用いた市民選好調査の結果を提示し、原子燃料サイクルや高レベル

放射性廃棄物処分に関する複数の政策オプションに対して、市民がどのような条件の下で支

持・不支持を示す傾向にあるのか、その概要を説明した。 
 同省職員とのやり取りを通じて、本プロジェクトで実施してきた選好解明や態度形成に関
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する分析が、環境政策分野においても、将来的な制度設計やコミュニケーション戦略を検討

するための基礎的情報として活用され得る可能性が確認された。こうしたやり取りを通じて、

情報提供実験や AI 対話実験の有する科学的知見の潜在的ニーズを把握することができた。そ

うした意味で、政策担当者との意見交換は、本プロジェクトの成果を実務的文脈に接続する

とともに、政策担当者が実際に求めている情報や分析視角を把握する機会となった。 
 また、同年度には、核燃料政策を含む原子力政策において中枢的な役割を果たしてきた有

識者として、内閣府原子力委員会委員長代理を務めた鈴木達治郎氏、および多数の原子力・

エネルギー政策関連審議会で委員を務めた山口彰氏とのクローズドな意見交換を実施した。

これらの意見交換は、本プロジェクトにおける政策実装グループのヒアリング設計や問題設

定を行う上での予備的ヒアリングとして位置付けられ、その後の本格的な聞き取り調査の方

向性を定めるうえで重要な役割を果たした。 
 鈴木氏からは、原子燃料サイクル政策を含む原子力政策においては、政策変更に伴う財政

的・政治的コストが大きく、結果として既存方針を維持する方向に強いインセンティブが働

いていることが指摘された。また、これまで政策を「前に進める」ことに注力する一方で、撤

退条件や撤退戦略が十分に検討されてこなかった点が問題として挙げられ、従来とは異なる

ステークホルダーを含めた熟議の必要性が強調された。山口氏からは、1950～60 年代には最

上位目標を共有した上で政策手段を選択するプロセスが存在していたが、近年はその前提が

曖昧なまま個別論点のみが議論されていることへの懸念が示された。また、政府がエビデン

スに基づいたエネルギー政策シナリオを明確に提示する体制整備の重要性が指摘された。 
 これらの指摘は、本プロジェクトが文献調査等を通じて得ていた問題認識と整合的であり、

政策が変更されにくい状態を「固着」と概念化し、その要因を多面的に検討するという研究

方針を裏付けるものとなった。このため、政策実装グループでは「固着」を分析軸として明

示的に設定し、その要因や克服可能性について有識者に問いかけるヒアリング設計を行うに

至った。 
 さらに令和 6 年度から令和 7 年度にかけては、電気事業者の元役員や業界団体の管理職な

ど、より実務に近い立場の関係者とのクローズドな意見交換を複数回実施した。これらの意

見交換からは、原子力政策や核燃料サイクル政策をめぐる対話においては、単に「多様なス

テークホルダー」を広く集めるだけではなく、一定の知識や判断力を備えた主体をどのよう

に議論に組み込むかが重要であるとの指摘が得られた。また、世論形成においては、専門的

内容を正確に翻訳・媒介できる層の存在や、情報発信手段としてのメディアや SNS の使い分

けの重要性も示唆された。 
 加えて、原子燃料サイクル政策が「固着」してきた要因については、国と産業界の役割分

担、事業主体の設定、技術的専門性の偏りなど、制度設計や組織的意思決定に起因する構造

的問題が指摘された。これらの見解は、政策文書分析や有識者インタビューで得られた知見

を補完し、政策実装上の制約条件をより具体的に理解する手がかりとなった。 
 以上のように、本プロジェクトにおける実務家との意見交換は、ネットワークの強化にと

どまらず、研究成果に対する実務的な評価や批判を受け取る場として機能するとともに、原

子燃料サイクル政策をめぐる現実的な政策ニーズや制約条件を把握するうえで重要な成果を

もたらした。これらの知見は、以降のヒアリング調査の設計や分析視角の精緻化、ならびに

政策提言を検討する際の基礎的情報として活用されている。 
 
3-2-10．日本における原子燃料サイクル政策の歴史（史資料分析） 
(1) 原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（原子力長計） 
 原子燃料サイクル政策については、特に重要なステップとされるウラン濃縮・使用済燃料

の再処理を国内で事業化する方針が一貫して明記されている。全 9 回発行されている原子力
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長計のうち第 4 回まではこの政策方針の是非を問う記述はなく、決定した政策をいかにして

国民に理解させるか、に焦点が当てられている。第 5 回以降より国民や地域住民の声を政策

に反映させるという考え方が見られるものの、あくまで「正しく説明すれば政策の正しさも

理解される」という前提に立った記述である。 
 このことを理解するため、「国民」「理解（促進）」「受容」などのキーワードの各回での登場

回数を集計した結果を表 3-2-10-1 に示す。 
表 3-2-10-1 「長計」各回におけるキーワード登場回数 

 
 登場回数の推移を見ると、1972 年頃までは「知識（の）普及」という言葉が多い。つまり

原子力政策推進には、国民が正確な知識を得ることが最重要と考えられていたことが分かる。

この段階では国民に正確な知識を伝える手法等について何の方向性も示されていない。1970
年代後半からは「知識普及」に代わって「理解」「支持」といった言葉が増え、1987 年以降に

「理解」が急増した。1987 年には「安心」が登場し、これは 1994 年から急増する。「理解促

進」も 1994 年に初めて登場した。そして、2000 年には「コミュニケーション」という言葉

が登場した。こうした推移から、「理解促進」のためには、安全だけでなく「安心」が肝要で

あり、そのためには「コミュケーション」が必要であることが、この頃になってようやく明

記されたものと考えられる。 
 
(2) 新計画策定会議・技術検討小委員会（技術検討小委）議事録 
 2004 年 8 月から 10 月にかけて開催された計 6 回の会合における出席者らの発言をトピッ

クごとに分け、それらの集計から分析を行った。 
 全体を通して最終処分体の設計・製作・設置方法や計算条件等、技術的検討に関する発言

が多かったことは会議の性質から考えて妥当である。ただし、議論の前提はあくまで再処理

により生じたガラス固化体の処分であり、再処理せず直接処分することも含めた複数のシナ

リオを検討することは行われてこなかったことが明らかである。 
 
(3) 原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（サイクル小委）議事録 
 サイクル小委は 2011 年 3 月の福島事故を受け、原子燃料サイクルについて改めて議論を

行うため、原子力委員会の下に設置されたもので、2012 年 10 月に廃止されるまで計 15 回の

会合が開催された。 
 第 1 回から第 4 回までは事故リスク対応コスト（福島事故以降、コスト試算に加えるべき

とされるようになった指標）を含めた原子燃料サイクルコストの評価方法について、従来か

ら見直すべきとされた点を含めた議論が行われた。第 5 回以降は再処理しない「ワンススル

ー」も含めた原子燃料サイクルの選択肢についての評価が議論された。 

国民
理解

（促進）

知識
（の）
普及

支持 受容 安心
ｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ

1 1956 1 0 0 0 0 0 0
2 1961 5 2 5 0 0 0 0
3 1967 18 2 3 0 0 0 0
4 1972 44 7 3 2 0 0 0
5 1978 22 6 0 4 1 0 0
6 1982 21 11 0 1 1 0 0
7 1987 16 18 2 0 0 1 0
8 1994 55 38 0 2 0 7 0
9 2000 97 50 0 1 4 0 5

回 年

キーワード
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本会合では「技術選択肢」と「政策選択肢」とが分けて議論されたが、まず技術選択肢として

は「軽水炉＋ワンススルー」と「混合酸化物燃料を使用した軽水炉＋再処理」が実用化し得

る選択肢であり、経済性・核不拡散性及び核セキュリティリスクの面では前者が、資源節約

の面では後者が有利であると結論付けられた。 
その上で政策選択肢（「全量再処理」、「再処理と直接処分の並存」、「全量直接処分」）につ

いては、経済産業大臣の諮問機関である総合資源エネルギー調査会（基本問題委員会）で議

論されたエネルギーミックスに応じた原子力比率を想定し、その原子力比率の大小に応じて

最適となる選択肢を選定した。その結果は以下の 3 通りである。 
 
選択肢①：新増設を行わず、できだけ早く原子力発電比率をゼロとする。（2030 年原子力 0%
など）→全量直接処分が適切 
選択肢②：原子力依存度低減を基本とし、2030 年時点で原子力発電の比率を概ね 15%程度ま

で下げる。→再処理／直接処分並存が適切 
選択肢③：震災前よりも原子力依存度を低減させるが一定程度維持し、2030 年時点の原子力

発電比率を 20-25%程度とする。→再処理／直接処分並存を有力とするシナリオと、全量再処

理を有力とするシナリオがあり得る 
 

このようにサイクル小委では福島事故を受け、日本の原子力開発史上初めて政策変更の可

能性も十分に含めた上で議論が行われた。ただし、議論の結果として政策変更を決定するこ

とはなく、別途議論されるエネルギーミックス（2030 年の原子力比率）次第で望ましい原子

燃料サイクルの選択肢が決まるという、自然ではあるが自立性のない結論になった。 
 
(4) エネルギー基本計画 
 原子力政策に関する記述は福島事故前後で大きな変化が見られ、またもんじゅの廃止決定

など高速炉開発にも変化が見られたものの、原子燃料サイクル政策自体は再処理・プルサー

マルを基本とする路線から大きく変更となっていない。例えば福島事故後初となる第 4 次エ

ネルギー基本計画では、「これまでの経緯等も十分に考慮し」、「再処理やプルサーマル等を推

進する」こととしているが、同時にこれに関する諸問題は中長期的な対応を必要とすること

から、状況の進展に応じて戦略的柔軟性を持たせながら対応を進めることとされている。 
 第 4 次エネルギー基本計画策定の翌年示された 2015 年の「長期エネルギー需給見通し」

では 2030 年の電源に占める原子力の比率は 20-22%程度とされており、この目標に対して再

処理・プルサーマル路線を継続することは、2011 年のサイクル小委における検討結果（上記

(3)内で言及した選択肢③）と明示的に矛盾はしない。2025 年 2 月閣議決定の第 7 次エネル

ギー基本計画においては、福島事故以降踏襲されてきた「原子力への依存度を可能な限り低

減する」という文言が削除され、将来の規模拡大にも言及されているが、原子燃料サイクル

政策の方向性に関しては従来記述を踏襲した再処理・プルサーマル路線の継続である。 
 
(5) 分析 
 以上の文献調査結果を踏まえると、日本では複数のシナリオを対象に、様々な観点から政

策を検証・比較するという経験が浅いまま、2011 年の福島第一原子力発電所事故を迎えたと

いえる。2011 年から 12 年にかけて開催されたサイクル技術小委では、日本の原子力開発史

上初の「政策変更」議論が行われたが、結論としては核燃料サイクル政策の方向性を原子力

政策自体の方向性に委ねることとされた。 
仮に日本が早い段階から、様々な観点やシナリオに基づいてバックエンド政策を中立的に

ゼロベースから検討し、議論を重ねていれば、2000 年代や 2010 年代の議論において、様々
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なオプションを具体的な根拠に基づいて比較し、包括的かつ建設的な議論が出来ていた可能

性はある。様々な立場や見解からの批判を想定し、それらに耐えうる論証を行うという経験

が 2000 年代までに相当程度蓄積できていれば、福島事故後のエネルギー政策史上初といっ

ていい大混乱の中で進められた、シナリオ自体をめぐる議論にも影響を与えていた可能性が

あるのではないだろうか。 
この後実施した聞き取り調査においては上記可能性も考慮し、「多様なオプションを比較し、

様々な批判の声も聴いてきたと言えるか」という問いを出している。 
 
3-2-11．日本における原子燃料サイクル政策の歴史（聞き取り） 

2011 年の福島事故以降も日本では原子力発電開発を進め、使用済燃料を再処理して再利用

する原子燃料サイクルの実現を目指す方針は継続されてきた。本研究ではこれを政策の「固

着性」と呼び、その要因について、これまで日本の原子力政策形成に主要な役割を果たして

きた人物 19 名がどのように考えているかを明らかにするべく、インタビューを実施した。 
ここでは、「固着性」の要因についてまず自由に回答を求めた上で、予め用意した主要因（１．

ロックイン（更に 1-a. 原子力村内の癒着、1-b. サンクコスト、1-c. 外交要因、1-d. 地元と

の関係 に分類）、2. 「前進主義」、3. 代替案を議論する「風土」の不在、4. 透明性ある政策

決定プロセスの不在、5. 公益性に関する信念）について詳細に聞き取りをし、それらの要因

の影響度を得点化した上で、定量分析を実施した。インタビュー結果は次表の通りである。 
 
表 3-2-11-1 インタビューの定量化結果 

 
 ここでは、これまで日本の政策は「固着していなかった」とする人 （々グループ A：政策決

定者グループ）と、「固着していた」とする人々（グループ B：政策関与者グループ）が明確

に分れ、特に要因 3、4、5 などにおいて影響度の評価が有意に異なることが明らかとなった。

また、1-a.（癒着）は総じて影響度が極めて低いと評価される一方で、1-d.（地元との関係）

や 5.（公益性に関する信念）の影響度が高く評価された。特に最後の要因 5、即ち「原子力発

電や原子燃料サイクルが、長期的な視点に立った時に、エネルギー需給の 3E（エネルギー安

1. Lock-In effect 2. 3. 4. 5.

1-a. 1-b. 1-c. 1-d.
Collusion within the

"nuclear village"
Sunk costs Foreign affairs Relationships with

the local community
G01 Government A/B-2 2 N/A 2 N/A 2 3 3 3

G02 Government A N/A N/A N/A 3 1 1 0 3

G03 Government A N/A N/A N/A 1 N/A 0 0 0

G04 Government A N/A N/A N/A 3 0 0 0 N/A

I01 Industry A 0 1 1 1 0 0 0 0

I02 Industry B-1 N/A 3 N/A 3 3 3 3 3

I03 Industry A N/A 0 N/A N/A N/A 0 0 3

I04 Industry B-2 N/A 2 N/A 3 N/A 2 3 3

I05 Industry B-1 N/A 3 3 3 2 1 1 2

I06 Industry B-2 0 N/A 2 N/A 1 3 3 2

A01 Academia-T B-1 N/A N/A N/A 3 1 2 2 3

A02 Academia-T B-1 2 3 1 3 0 1 2 3

A03 Academia-T B-1 N/A N/A N/A 3 0 2 3 2

A04 Academia-T B-2 N/A N/A N/A 2 2 2 3 1

A05 Academia-T A 0 N/A N/A 3 2 0 2 0

A06 Academia-T B-2 0 N/A 3 3 3 3 0 1

A07 Academia-T A 0 N/A N/A 2 0 0 0 0

A08 Academia-S B-3 N/A 3 3 3 1 2 2 3

A09 Academia-S B-3 0 N/A N/A 3 1 3 2 3

     Average 0.2 0.8 0.8 2.2 1.0 1.5 1.5 1.8

     Valid average 0.5 2.1 2.1 2.6 1.2 1.5 1.5 1.9

     Average (Group A) 0.0 0.1 0.1 1.9 0.4 0.1 0.3 0.9

     Average (Group B) 0.2 1.3 1.1 2.6 1.3 2.2 2.2 2.4

t-value 1.0 2.4 2.2 1.5 1.9 6.2 4.6 2.5

p-value 0.34 0.03 0.05 0.18 0.08 0.00002 0.0003 0.04

Absence of  culture
of discussing
alternatives

Absence of
transparent policy-

making systems

Belief that the
project benefits

the public

Code Background Group Technological
progressivism
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定供給性、経済合理性、環境適合性）の達成に貢献する、という『信念』を、科学者のみなら

ず、政治家や産官学の多くの関係者が共有していることが、開発方針の堅持に寄与してきた」

という見方が特にグループ B の間に強く見られたことが、既往の類似研究にはない本研究に

おける発見である。 
 更に、グループ A・B 双方から、いわゆる「原子力村」のみでなく、その外部にいる批判的

観察者（C）、即ち原子力開発に反対する人々やメディアの側も「固着」しており、むしろそ

の人々が固着しているからこそ政策決定側も必然的に固着せざるを得ない、という指摘が多

く見られた。 
 これらの結果を踏まえ、A、B、C それぞれの見方は図 1 のようにまとめられた。 

 
A（政策推進者グループ）         B（政策関与者グループ） 

 
C（批判的観察者） 
図 3-2-11-1 各グループの視点 
 

グループ A（政策推進者グループ）の観点からは、確かに六ヶ所村等の地元要因は政策の

柔軟な変更を阻害する要因であるが、政策立案側はそれも含めて最良の政策を検討してきて

おり、それは「固着」とは呼ばれない。また、「風土」や「政策決定プロセス」についても、

現状が最善とは言わないまでも、そこに「固着性」があるとは認識していない。但し、議論を

公開すること自体が国民に影響を与え、政策の円滑な推進を阻害する場合には、不可避的に

閉ざされた小さな場のみで議論を行うこともあり（但しその場合でも内部では十分に議論が

なされているために、「固着」はしていない）、そのような状況において C（批判的観察者）の

側の固着は考慮すべき重要な要因とはなり得るとされる。 
 これに対してグループ B（政策関与者グループ）は、特に「風土」や「政策決定プロセス」

に起因する「固着」が見られたと考えている。また、ここでは「公益性に関する信念」、つま

り電力の安定供給を志向する「使命感」が「固着」の大きな要因となったとも認識されてお

り、ここでは「固着」は必ずしも常に悪いものとは考えられていない。 

原子力・原子燃料サイクルの必要性：検証済み

原子燃料サイクルの複雑性（地元など）：適切な対応が必要

代替案等の検討：内部で十分に対応、可能な限り平場でも行う

政策決定プロセス：審議会方式。完璧ではないが現状では最善。

A. 政策推進者
グループ

B. 政策関与者
グループ

C. 批判的観察者

「固着は存在しない」

外部への
公表を阻害

フラットな
検討を阻害

原子力・原子燃料サイクルの必要性：検証・反証可能

原子燃料サイクルの複雑性（地元など）：固着せざるをえない

代替案等の検討：十分に行われているかは疑問

政策決定プロセス：審議会方式＝改善の余地あり？

A. 政策推進者
グループ

B. 政策関与者
グループ

C. 批判的観察者

使命感に基づく信念

固着の一因

原子力・原子燃料サイクルの必要性：検証が不十分

原子燃料サイクルの複雑性（地元など）：利権に縛られる

代替案等の検討：ほとんど行っていない

政策決定プロセス：審議会＝「ただのガス抜き」

A. 政策推進者
グループ

B. 政策関与者
グループ

C. 批判的観察者

複合体
（原子力村）

恣意的な
誘導

癒着

無責任

全体的に固着

恣意的な
誘導
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 また、C（批判的観察者）の見方は既往研究やメディアの言説により確認することが可能で

あるが、ここではグループ A・B は区別なく一体の「原子力村」と認識されており、これが

「固着」の元凶であると認識されている。 
 このように、既往研究等において「原子力村」と捉えられてきた人々の中にもグループ A
及び B、更にはその細分化といった構造が見られることが本研究により明らかとなり、更に、

グループ Aと Bとの間の断絶は彼ら自身が認識している以上に深刻であることもインタビュ

ーの結果から明らかとなった。このため、まずはこのような構造を認識し、グループ A と B
との間の対話を試みることがより良い政策立案のために必要であると考えられる。また、少

なくともグループ B の側からは現状の政策決定プロセス自体に（悪い意味での）固着性を生

み出す要因があると考えられており、この点において改善を目指す余地は、少なくとも可能

性としてはあり得る。 
 更に重要な問題は、市民とのコミュニケーションをいかに強化するかである。これについ

ては、グループ A・B ともに、強く「固着」している C（批判的観察者）との十分なコミュニ

ケーションは不可能に近い、との見解が多く見られた。但し、C は必ずしも市民の意見を代

表するものではなく、むしろ A・B・C は何れも国民全体の中では少数派であり、特に C に

属すると考えられる従来のマスメディアは社会への影響力を失いつつある、との指摘も今回

のインタビューにおいてはなされている。従って、より良い政策は必ずしも C のみでなく、

より広い国民一般（必ずしも従来の C のように強固に「固着」はしていないと想定される）

を対象とし、その意見を的確に汲み取ることにより、原子力をめぐる状況や国民意識の変化

を十分に反映した合理性・柔軟性をもち得ることが期待される。 
 
3-2-12．対外発信、政策提言 
 本研究では、令和 7 年 9 月 16 日に開催した公開シンポジウムにおいて 3 グループの研究

成果を発表し、それを踏まえて、市民の意思を反映した政策構築について議論を行った。更

にシンポジウムの後、登壇者に加えて、原子力・原子燃料サイクル分野の政策形成に詳しい

有識者を踏まえて非公開のディスカッションを実施した。この結果を更に研究グループ内で

議論することにより、以下のような示唆が得られた。 
 
(1) 現状認識 

日本の政府や電気事業者等は従来から「議論を重ねる」ことで良い政策を形成することを

謳っている。しかしここでいう「議論」とは多くの場合、政府や電気事業者と国民の間での

議論のことである。その際、それは政府・事業者内のどこかで決まった政策を、改めて国民

と「議論」し、その理解を得る、という試みであると認識されることが多く、これは本研究で

いう議論、即ち真摯な対話によって政策そのものを柔軟に決定することとは別のものとして

受け取られることを、まず理解する必要がある。 
諸外国との比較としては、例えばフランスにおいて、国民の負託を受けた議員が主導して

ステークホルダーからの聞き取りや調査を十分に行い、その過程や結果等を議会において議

論・公表することで、信頼性の高い政策の形成が目指される例が挙げられる。このように、

何らかの形で、政府内において十分な議論をすることが必要であり、更にはその過程が透明

性をもって国民に示されることが望ましい。但し、日本では政治家に対する国民の信頼が低

いという状況があり、フランスの方法を真似ることでそれと同等の国民からの信頼を得られ

るとは限らないことに留意する必要がある。 
本研究におけるディスカッションでは、これまで日本の原子力政策・原子燃料サイクル政

策においては、専門家の間でも、率直な議論をすること自体がタブーであるような「空気感」

が存在してきたことは否めない、との意見が見られた。但し今回参加した専門家の認識とし
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ては、これは単に議論を忌避する風土や「空気感」のようなもののみによるものではなく、

実際に原子燃料サイクルの問題が複雑すぎる（たとえば仮に現行のサイクル政策を停止した

場合、電力会社や日本原燃といった企業間の関係のみでなく、自治体や地元企業・銀行等へ

の影響が極めて大きく、かつ複雑であり、それをどこまで議論し、どこまで伝えた上で理解

を求めるべきかについて判断することが難しい）ということが挙げられる。 
それにもかかわらず、(a) 政府の中に、何らかの形で透明性をもった議論を行う主体が設立

されることが望ましいという点と、(b) 市民の意思が何らかの形で政策決定に有効に作用し

得るメカニズムを実装することが望ましいという点が指摘された。なおこの両者は必ずしも

ともに満たされない限り機能しないものではなく、例えば(a)として新たに政策を決定する機

関を設立することはなくとも、現行の政策決定プロセスの中に(b)のメカニズムを組み込むこ

とも原理的には可能であり、従って、これらは独立した 2 つの課題であると認識するべきで

ある。 
 
(2) 独立した政策議論を行う機関について 

独立した第三者機関については、参加者の一人から提案され、その内容について議論がな

された。彼によれば、福島事故後の 2012 年に原子力委員会内にて原子力政策を見直す議論が

行われたが、政権交代後、その議論は止まっている。ここでは、今後、例えば福島事故後に設

立された東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調）のような形で、政府内に

専門家を集めた会議体を設立し、透明性のある議論を行うことが想定されている。 
本研究の成果によれば、従来、日本の政策が「固着」してきた、もしくは「十分な議論が行

われてこなかった」という批判に対し、実際の政策決定者（上述のグループ A、政策推進者

グループ）は、議論自体はこれまでも十分に行っており、その「議論を行っている」という事

実が広く認識されていないだけであると考えている。また、「議論を行う様子を国民に示すこ

と自体が悪影響を及ぼす」事例もある（例えば、現行のサイクル政策を見直す議論を政府内

で公式に始めること自体が、地元自治体や住民に大きな不安を抱かせる）ことも指摘されて

おり、このため、政策推進者は従来、議論を国民に公開する部分と公開しない部分を峻別し、

政策を決定してきたという経緯がある。この観点からは、上記の「第三者機関」はこれまで

の政策決定方式を根本から変えるものというよりはむしろ、「公開する部分」と「公開しない

部分」のうち後者の比率を現在よりも高めるための試みであると理解できる。 
以上の議論から、仮にこのような「第三者機関」を設立する場合、それが現行の政策決定

プロセスの改善に有効に作用し得るためには、①議論の主体として、これまでとは異なる幅

広いステークホルダーから専門家を選定すること、②議論の過程に透明性を持たせて国民に

公開すること、が求められる。他方で、その際に、「議論を公開できる部分」と「公開できな

い部分」をどのように決めるか、「公開できない部分」についてこの第三者機関がどのように

関与するか、等の点で明確な指針を定めることが必要であると言える。またその際、「公開で

きる部分」を公開するにあたり、どのような形式により、どのように情報を発信すれば、上

述の「悪影響」を最小化できるか（たとえば、どのようにすれば地元の信頼を直ちに損なう

ことなく、原子燃料サイクルのオプションに関する議論を行えるか）を考えることが、「公開

できる部分」の比率をより高めるためには必要であると言える。 
 
(3) 市民の意思を政策に反映させることについて 
 政策の形成に市民の意思を反映させることは、一般的には民主主義国家にとっては望まし

いことであると考えられる（但し「民主主義」の定義は単一ではなく、市民の意思の反映が

「民主主義国家にとって必須」であるかについて議論の余地自体はあり得る、ということの

留意は必要である）。これを実装するために、上述の「第三者機関」は一つの方法であるが、
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必ずしもそこまで行かなくとも、政府内や電力会社、日本原子力研究開発機構等において政

策や事業計画を決定するプロセスの中に市民の意思による選択を打ち込むことは可能である

かも知れず、また、まずは公聴会や市民集会のようなものの中で試みることも考えられる。

その際、そのようなプロセスの実装によって、各ステークホルダーが、政策の質が上がり得

るという希望を持てることが必要である、と考えられる。 
 本研究の結果からは、ここでいう「市民」は上述の C（批判的観察者）ではなく、その背後

にいるより広範な市民である。従って、例えば第三者機関等の議論の主体の中に C に属する

人を招聘する、といった方策のみでは必ずしも有効ではない可能性がある。それよりもむし

ろ、コンジョイント実験や AI 実験等によって実証され得る市民の意思の把握のプロセスを、

上述の通り「第三者機関」の他にも複数あり得る方法のうち何れかにより、政策決定に有効

に取り入れることが重要である。上述の通り、日本では専門家や官僚の市民からの信頼が比

較的低い、という課題があるが、これに対し、AI であればより広い信頼を市民から得られる

可能性があり、この点は更に検討を進める価値がある。 
 これらを政策形成に組み込む際の要件として、市民に十分な情報提供を行うことが挙げら

れる。例えば原子燃料サイクルの実施によるコストの増加や、固定価格買取制度による再生

可能エネルギーへの賦課金などを提示することによって、さまざまな政策によるコストの変

化を示すことは可能であり、実際に市民の選好は電気料金の変化に対して敏感であることは

これまでの研究からも言うことができる。更には、コストの変化とともに、それによるさま

ざまなリスクの変化をも示すことが望ましく、そのために、専門家が正確な、かつわかり易

いデータを提供することが必須であると言える。 
 留意点としては、「市民の意思」は時として曖昧、かつ変化しやすく、それをどこまで直接

反映させることが適切であるかについては議論があり得る。例えばロシアのウクライナ侵攻

以前と以後とでは「市民の意思」が大きく変化している可能性があるが、仮に短期の事象に

よってあまりに大きくそれが変化し得る場合、それを長期のエネルギー政策に直接反映させ

ることは適切でない可能性がある。それにもかかわらず、仮に上述の通り、市民の意思を政

策に反映させることが民主主義国家として望ましいとするならば、その反映に当ってどのよ

うにすれば短期的な変動の影響を軽減させ得るのかについて検討を行うことが必要であると

言える。 
 

3-3．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
(1) 隣接領域への応用可能性 

本プロジェクトが対象とする原子力政策において確認された技術・社会・制度の間の緊張

関係は、当該分野に固有のものではなく、科学技術政策一般に広く見られる構造的特徴であ

ると考えられる。広く科学技術政策において、効率性や最適化を重視する技術的観点、納得

や公平性に基づく市民の価値判断、ならびに実現可能性や利害調整を基準とする制度的制約

といった異なる判断基準が併存しており、これらの間のずれが意思決定の難しさを生み出し

ている。そうした意味で、本研究が提示する、多元的合理性の非整合問題は、他の科学技術

政策領域にも観察されるものであろう。 
 こうした実質的な知見に留まらず、本プロジェクトは、その方法論を他の領域に応用可能

であろう。例えば、市民の選好構造の可視化である。技術そのものの内容を用いて賛否水準

のみを把握する従来型の世論調査ではなく、技術がもたらす帰結をベースに市民の選好構造

を推定し、専門家との評価軸の差異を可視化する手法は、他領域にも有効であると考えられ

る。また、情報提供実験や AI との対話に関する実験は、他分野への応用が期待できる。とり

わけ、情報提供のみでは選好構造の変化が限定的である一方、AI との双方向的対話が態度の
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明確化や確信に影響を与え得るという知見は、熟議の実施が制度的・財政的に困難な政策領

域において、市民の熟慮を促すための支援装置として AI を活用する可能性を示唆している。

市民参加の質を高めるための新たな制度設計上の選択肢を、本研究は提供するものといえる

であろう。 
 
(2) 成果の学術的発信 
 本プロジェクトを通じて得られた成果の一部については、すでに学術的発信の段階に到達

している。具体的には、日本の原子燃料サイクル政策の「固着性」に関するインタビュー調

査の結果については国際査読誌 Progress in Nuclear Energy に、また原子力政策を読み解

くための科学コミュニケーションツールに関する論稿については国内査読誌『科学技術コミ

ュニケーション』において発表を行った。一方で、市民選好を定量的に把握したコンジョイ

ント実験や、生成 AI との対話が市民の態度形成に及ぼす影響を検証した AI 対話実験につい

ては、現在論文投稿に向けた整理・分析を進めている段階にあり、今後、国際的な査読誌へ

の投稿を予定している。 
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
 
（1）社会科学グループ（リーダー：林嶺那） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職 
（身分） 

林 嶺那 ハヤシ レオ

ナ 
法政大学 法学部 教授 

小松崎 俊作 コ マ ツ ザ キ 

シュンサク 
広島大学 IDEC 国際連携機

構 
特任准教授 

森川 想 モリカワ ソ

ウ 
東京大学 大学院工学系研

究科 
講師 

三輪 洋文 ミワ ヒロフ

ミ 
学習院大学 法学部 教授 

横山 智哉 ヨコヤマ ト

モヤ 
学習院大学 法学部 教授 

 
（2）自然科学グループ（リーダー：ヤン ジングロン） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職 
（身分） 

ヤン ジングロン ヤン ジング

ロン 
日本原子力研究

開発機構 
大洗原子力工学

研究所 
グループリー

ダー 
松村 達郎 マツムラ タ

ツロウ 
日本原子力研究

開発機構 
研究開発推進部 副ディビジョ

ン長 
深谷 裕司 フカヤ ユウ

ジ 
日本原子力研究

開発機構 
エネルギー研究

開発領域 
グループリー

ダー 
西原 健司 ニシハラ ケ

ンジ 
東京科学大学 科学技術創成研

究院 
西原 健司 

岡村 知拓 オカムラ ト

モヒロ 
東京科学大学 総合研究院  ゼ

ロカーボンエネ

ルギー研究所  

特任助教 

中瀬 正彦 ナカセ マサ

ヒコ 
東京科学大学 総合研究院 ゼロ

カーボンエネル

ギー研究所 

准教授 

 
（3）政策実装グループ（リーダー：村上朋子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 役職 
（身分） 
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久谷 一朗 クタニ イチ

ロウ 
日本エネルギー

経済研究所 
資源・燃料・エネ

ルギー安全保障

ユニット 

担任・研究理

事 

村上 朋子 ムラカミ ト

モコ 
日本エネルギー

経済研究所 
電力ユニット 上級スペシャ

リスト 
木村 謙仁 キムラ ケン

ジ 
日本エネルギー

経済研究所 
電力ユニット原

子力グループ 
主任研究員 

松尾 雄司 マツオ ユウ

ジ 
日本エネルギー

経済研究所 
計量分析ユニッ

ト 
特別主幹研究

員 
竹内 玲子 タケウチ レ

イコ 
日本エネルギー

経済研究所 
業 務 ユ ニ ッ ト 

ビジネスサポー

トグループ 

上席事務員 

小林 悦子 コバヤシ エ

ツコ 
日本エネルギー

経済研究所 
業 務 ユ ニ ッ ト 

ビジネスサポー

トグループ 

主任事務員 

丸山 朋子 マルヤマ ト

モコ 
日本エネルギー

経済研究所 
クリーンエネル

ギ ー ユ ニ ッ ト 

国際協力グルー

プ 

上席研究補助

員 

 

4-2．研究開発の協力者・関与者 
 
氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 
  日揮グローバ

ル株式会社 
 実施項目「技術・経済性の評

価、ロードマップ作成」に関

する技術検討の役務作業の

受注 
隈元 瑛 クマモト ア

キラ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
研究員 シンポジウムロジ作業 

前川 公則 マエカワ キ

ミノリ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
担任補佐・

マ ネ ー ジ

ャー・研究

理事 

シンポジウムロジ作業 

松本 香世 マツモト カ

ヨ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
主 任 事 務

員 
シンポジウムロジ作業 

中山 隆志 ナカヤマ タ

カシ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
部長役 シンポジウムロジ作業 

石田 晴美 イシダ ハル

ミ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
マ ネ ー ジ

ャー・課長

役 

シンポジウムロジ作業 

宇野 珠実 ウノ タマミ 日本エネルギ

ー経済研究所 
主 任 事 務

員 
シンポジウムロジ作業 
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柴谷 昌宏 シバタニ マ

サヒロ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
マ ネ ー ジ

ャー・研究

理事 

シンポジウムロジ作業 

小森 吾一 コモリ ゴイ

チ 
日本エネルギ

ー経済研究所 
主 任 研 究

員 
シンポジウムロジ作業 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2025/9/16 「専門知の多様性と

市民の意思を組み込

んだ科学技術政策の

形成に向けて」 

  2025/9/16 

 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 
 なし 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 

 なし 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 

なし 
 

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など 

  なし 

5-2．論文発表 
 
5-2-1．査読付き（ 2 件）  

（1）Matsuo, Y., Murakami, T., Kimura, K., Watanabe, R., Hayashi, R., & Morikawa, 
S. (2026). A study on factors forming the long-term rigidity of nuclear energy and 
nuclear fuel cycle policies in Japan: Clarifying the diversity of the" nuclear village" 
through interview surveys. Progress in Nuclear Energy, 192, 106169. 
https://doi.org/10.1016/j.pnucene.2025.106169 
（2）深谷裕司, ヤン ジングロン, 松尾雄司, & 林嶺那. (2025). 原子力政策文書を読み解

くためのリテラシーを身につけるための科学コミュニケーションツールの開発: 原子力技

術 ト レ ー デ ィ ン グ カ ー ド . 科 学 技 術 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン , 36, 45-56. 
https://doi.org/10.14943/112887 

 
5-2-2．査読なし（ ０ 件） 
 

5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
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5-3-1．招待講演 ０ （国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件 
 
5-3-2．口頭発表 ０ （国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 
 
5-3-3．ポスター発表 ０  

（国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 
 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
 
5-4-1．新聞報道・投稿 

（1）原子力産業新聞「サイクルをテーマに専門知と市民意思の“接続”を議論」（2025 年

9 月 17 日） 
 
5-4-2．受賞 
 なし 
 
5-4-3．その他 
 なし 
 

5-5．特許出願 
 
5-5-1．国内出願（ ０ 件） 
） 
 
5-5-2．海外出願（ ０ 件） 
 

6．その他（任意） 
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